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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成19年３月期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

３ 第103期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

回次 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （百万円） 182,250 173,613 171,984 171,552 177,531 

経常利益 （百万円） 31,741 28,539 27,585 27,107 32,346 

当期純利益 （百万円） 8,765 17,687 15,902 15,466 20,174 

純資産額 （百万円） 178,666 193,216 203,822 218,128 233,595 

総資産額 （百万円） 237,721 266,244 269,048 280,813 297,087 

１株当たり純資産額 （円） 684.87 775.48 822.43 890.21 948.30 

１株当たり 
当期純利益金額 

（円） 33.44 69.06 63.70 62.43 82.36 

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 

（円） 33.39 69.06 63.68 62.43 － 

自己資本比率 （％） 75.2 72.6 75.8 77.7 78.2 

自己資本利益率 （％） 5.0 9.5 8.0 7.3 9.0 

株価収益率 （倍） 27.5 15.1 16.8 20.9 19.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 4,381 28,974 19,805 22,688 21,419 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △7,610 1,271 △24,809 △16,826 △8,525 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △23,686 △13,332 △5,102 △8,486 △6,059 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

（百万円） 35,137 51,963 41,941 39,249 46,121 

従業員数 （人） 4,554 4,540 4,517 4,512 4,554 



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 第100期の１株当たり配当額14円には、記念配当２円及び特別配当２円を含めております。 

３ 第103期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

回次 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 （百万円） 174,575 164,848 164,255 163,604 169,930 

経常利益 （百万円） 31,698 28,277 26,890 26,315 30,597 

当期純利益 （百万円） 9,226 17,844 16,216 14,922 19,399 

資本金 （百万円） 44,261 44,261 44,261 44,261 44,261 

発行済株式総数 （千株） 267,597 267,597 267,597 267,597 267,597 

純資産額 （百万円） 174,268 189,521 198,466 212,738 226,785 

総資産額 （百万円） 227,431 258,668 257,635 273,018 291,295 

１株当たり純資産額 （円） 668.04 760.69 800.83 868.23 925.86 

１株当たり配当額 
（内１株当たり 

    中間配当額） 

（円） 

（円） 

10.00 

(5.00) 

14.00 

(7.00) 

17.00 

(7.00) 

20.00 

(10.00) 

24.00 

(12.00) 

１株当たり 
当期純利益金額 

（円） 35.27 69.75 65.02 60.30 79.19 

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益金額 

（円） 35.22 69.75 65.00 60.30 － 

自己資本比率 （％） 76.6 73.3 77.0 77.9 77.9 

自己資本利益率 （％） 5.4 9.8 8.4 7.3 8.8 

株価収益率 （倍） 26.1 15.0 16.4 21.6 20.2 

配当性向 （％） 28.4 20.1 26.1 33.2 30.3 

従業員数 （人） 3,279 3,247 3,194 2,993 3,033 



２【沿革】 

延宝６年 

（1678年） 

田邊屋五兵衛、大阪土佐堀に「たなべや薬」を看板に創業 

大正５年５月 大阪市北区に本庄工場を建設し、各種薬品の国産化体制に乗り出す 

大正14年８月 山口県小野田市に小野田工場を建設し、サリチル酸の生産を開始 

昭和８年12月 個人組織の田邊五兵衛商店を株式会社に改組（資本金415万円） 

昭和14年７月 大阪市淀川区加島に加島工場（現在の大阪工場）を建設 

昭和17年９月 加島工場内に大阪研究所開設 

昭和18年８月 社名を田邊製薬株式会社と改称 

昭和24年５月 当社株式、東京・大阪両証券取引所に上場 

昭和33年５月 本庄工場を閉鎖 

昭和35年１月 埼玉県戸田市に東京工場・東京研究所を建設 

昭和37年９月 台湾に台湾田辺製薬股份有限公司（現・連結子会社）を設立、海外での生産・販売に乗り出す 

昭和45年１月 アメリカ・カリフォルニア州サンディエゴにタナベＵ.Ｓ.Ａ.社（現・連結子会社）を設立 

昭和45年７月 インドネシア・バンドンにタナベ・アバディ社（現・連結子会社 平成15年６月からタナベ イン

ドネシア社に社名変更）を設立 

昭和47年12月 ベルギー・ブリュッセルにタナベ ヨーロッパ社（現・連結子会社）を設立 

昭和62年７月 台湾に台田薬品股份有限公司（現・連結子会社）を設立 

平成２年11月 アメリカ・カリフォルニア州サンディエゴにタナベ リサーチ ラボラトリーズＵ.Ｓ.Ａ.社

（現・連結子会社）を設立 

平成５年10月 中国・天津市に天津田辺製薬有限公司（現・連結子会社）を設立 

平成６年12月 東京工場を閉鎖 

平成９年４月 東京都葛飾区の立石製薬株式会社を吸収合併し、立石工場とする 

平成11年６月 立石工場を閉鎖 

平成12年12月 アメリカ・ニュージャージー州ハッケンサックにタナベ ホールディング アメリカ社（現・連結

子会社）を設立 

平成14年11月 動物薬事業を大日本製薬株式会社に営業譲渡 

平成15年12月 アメリカ・ニュージャージー州ハッケンサックにタナベ ファーマ デベロップメント アメリカ

エルエルシー（現・連結子会社）を設立 

平成17年10月 小野田工場を会社分割し、山口県山陽小野田市に山口田辺製薬株式会社（現・連結子会社）を設立

平成19年４月 三菱ウェルファーマ株式会社と合併契約書を締結 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社と子会社17社および関連会社６社の合計24社により構成され

ており、主な事業内容、各関係会社の当該事業に係る位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連の概要（平成

19年３月31日現在）は、次のとおりであります。 

［医薬品］ 

当セグメントにおいては、医療用医薬品・一般用医薬品・診断薬の製造・販売を行っております。関係会社は以下

のとおりであります。 

（製造・販売） 

山口田辺製薬㈱、田辺製薬吉城工場㈱、天津田辺製薬有限公司、台湾田辺製薬股份有限公司、タナベ インドネ

シア社、サンテラボ・タナベ シミイ社 

（販売） 

台田薬品股份有限公司、タナベ ヨーロッパ社、タナベセイヤク マレーシア社 

（研究開発） 

タナベ リサーチ ラボラトリーズＵ.Ｓ.Ａ.社、タナベ ファーマ デベロップメント アメリカ エルエル

シー、タナベ エーエーアイ エルエルシー 

（その他） 

㈱田辺アールアンドディー・サービス、タナベ ホールディング アメリカ社 

［その他］ 

当セグメントにおいては、化成品等の製造・販売および広告宣伝の企画・作成、印刷などを行っております。関係

会社は以下のとおりであります。 

（化成品等製造・販売） 

サンケミカル㈱、タマ化学工業㈱ 

（化成品等販売） 

タナベＵ.Ｓ.Ａ.社、田辺製薬商事㈱ 

（その他） 

田辺総合サービス㈱、エースアート㈱、田辺製薬エンジニアリング㈱、小倉美術印刷㈱、興栄商事㈱ 



 連結財務諸表提出会社と関係会社との事業関係は、次のとおりであります。 

平成19年３月31日現在



４【関係会社の状況】 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 

（百万円） 

主要な事 
業の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（連結子会社）           

山口田辺製薬株式会社 
山口県 

山陽小野田市 
100 医薬品 100.0 

当社から医薬品原料等の供給を受け、当社に医
薬品を供給している。 
役員の兼任５名 

田辺製薬吉城工場株式会社 岐阜県飛騨市 400 医薬品 100.0 
当社から医薬品原料等の供給を受け、当社に医
薬品を供給している。 
役員の兼任３名 

田辺製薬商事株式会社 大阪市淀川区 70 その他 100.0 

当社の一般用医薬品等を購入し、販売してい
る。 

役員の兼任１名 

田辺総合サービス株式会社 大阪市中央区 69 その他 
100.0
(7.2)

当社の不動産の賃貸等を行っている。 
役員の兼任１名 

エースアート株式会社 大阪市中央区 40 その他 
100.0
(20.0)

当社の宣伝物の制作を受託している。 
役員の兼任２名、役員専任出向１名 

株式会社田辺アール 
アンドディー・サービス 

大阪市淀川区 44 医薬品 100.0 
当社の医薬品等の試験検査等を受託している。
役員の兼任４名 

田辺製薬エンジニアリング 
株式会社 

大阪市淀川区 30 その他 
100.0
(15.0)

当社の設備エンジニアリングを受託している。
役員の兼任２名、役員専任出向１名 

天津田辺製薬有限公司 
中華人民共和国 
天津市 

千米ドル

12,000 医薬品 66.7 
当社から医薬品原料等の供給を受け、一部医薬
品を当社に供給している。 
役員の兼任３名、役員専任出向２名 

台湾田辺製薬股份有限公司 中華民国台北市 
千台湾元

90,000 医薬品 65.0 
当社から医薬品原料等の供給を受け、当社グル
ープに医薬品等を供給している。 
役員の兼任２名、役員専任出向１名 

タナベ リサーチ 
ラボラトリーズ U.S.A.社 

アメリカ
カリフォルニア
州 

千米ドル

3,000 医薬品 
100.0
(100.0)

当社の医薬品研究を受託している。 
役員の兼任２名 

タナベ U.S.A.社 
アメリカ
カリフォルニア
州 

千米ドル

1,400 その他 
100.0
(100.0)

当社の化成品等を購入し、販売している。
役員の兼任３名 

タナベ インドネシア社 
インドネシア 
ジャカルタ 

千米ドル

2,500 医薬品 99.6 
当社から医薬品原料等の供給を受け、一部医薬
品を当社に供給している。 
役員の兼任４名、役員専任出向１名 

台田薬品股份有限公司 中華民国台北市 
千台湾元

20,000 医薬品 65.0 
当社グループの医薬品を購入し、販売してい
る。 
役員の兼任２名 

タナベ ヨーロッパ社 
ベルギー
ザベンテン市 

千ユーロ

260 医薬品 100.0 
当社の医薬品・化成品等を購入し、販売してい
る。 
役員の兼任１名、役員専任出向１名 

タナベセイヤク 
マレーシア社 

マレーシア 
セランゴール州 

千マレーシア・
ドル 

500 
医薬品 100.0 

当社の医薬品等を購入し、販売している。
役員の兼任２名 

タナベ ホールディング 
アメリカ社 

アメリカ
ニュージャージ
ー州 

米ドル

165 医薬品 100.0 
米国内グループ企業の管理を行っている米国内
持株会社。 
役員の兼任３名 

タナベ ファーマ デベロッ
プメント アメリカ 
エルエルシー 

アメリカ
ニュージャージ
ー州 

― 医薬品 ― 
当社グループの医薬品開発を受託している。
役員の兼任２名 

 



 （注）１ 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 上記のうち、特定子会社に該当するものはありません。 

３ 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

４ 連結子会社であったタナベセイヤク シンガポール社は、平成18年12月に清算が完了いたしましたので、当

連結会計年度末に連結子会社から除外しております。 

５ 平成18年９月に栄研化学株式会社の株式を一部売却し、出資比率が減少したため、当中間連結会計期間末に

関連会社から除外しております。なお、同社株式すべてを平成19年３月末までに売却いたしました。 

６ 連結子会社である田辺総合サービス株式会社は、平成19年４月１日に連結子会社であるエースアート株式会

社および田辺製薬エンジニアリング株式会社を吸収合併いたしました。 

５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業人員数であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 平成19年３月31日現在、当社および連結子会社の労働組合の状況は、次のとおりであります。 

 なお、労使関係については特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金又は 
出資金 

（百万円） 

主要な事 
業の内容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

（持分法適用関連会社）           

サンケミカル株式会社 埼玉県八潮市 342 その他 48.3 
当社から化成品原料等の供給を受け、当社に化
成品等を供給している。 
役員の兼任２名 

小倉美術印刷株式会社 大阪府八尾市 145 その他 30.8 
当社に印刷物を販売している。 
役員の兼任１名 

タマ化学工業株式会社 埼玉県八潮市 126 その他 24.4 
当社に化成品等を販売している。 
役員の兼任２名 

興栄商事株式会社 大阪市中央区 10 その他 50.0 
当社の損害保険契約の代理業務を行っている。
役員の兼任１名、役員専任出向１名 

サンテラボ・ 
タナベ シミイ社 

フランス
パリ 

千ユーロ

1,600 医薬品 50.0 
当社に医薬品原料を販売している。 
役員の兼任４名 

タナベ エーエーアイ 
エルエルシー 

アメリカ
ノースカロライ
ナ州 

― 医薬品 ― 役員の兼任３名 

  平成19年３月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

医薬品   4,465 

その他   89 

合計   4,554 

  平成19年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

3,033 41.7 17年５ヵ月 7,739,340 

提出会社（国内連結子会社等を含む） 組合員 3,049人  

  （日本化学エネルギー産業労働組合連合会所属） 

タナベ インドネシア社 組合員 211人  

台湾田辺製薬股份有限公司 組合員 48人  

天津田辺製薬有限公司 組合員 319人  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

① 業績の概況 

 当社グループは、「医薬品およびその周辺事業を通じ、健康で豊かなくらしを願う世界の人々に貢献する」との

経営理念を掲げ、医療ニーズに合致した医薬品の提供を通じて、社会に貢献するとともに企業価値を向上させるこ

とに努めております。企業活動においては、すべてのステークホルダーとの信頼関係を高めていくために、生命関

連企業として法令遵守はもとより高い倫理観をもって行動することを規範とし、経営の透明性と健全性を確保する

ことに努めております。 

 当連結会計年度の国内医薬品業界を取り巻く環境は、薬価の大幅な引き下げ、ジェネリック医薬品の使用促進策

の徹底など、医療費抑制策がさらに強化され、国内ならびに欧米製薬企業との競合が、研究開発、生産、営業など

あらゆる分野で激化するなど、一層厳しいものとなりました。 

 このような経営環境の中、当社グループは、中長期的な構造変化に対応して成長し続けるために、中期経営計画

「チェンジTANABE 2010」（第103期～第107期／2006年度～2010年度）を策定し、本年度から３つの重点課題（３

［対処すべき課題］を参照）の達成に向けて取り組んでおります。 

 その結果、当連結会計年度の業績は、売上高1,775億31百万円（前連結会計年度比3.5％増）、営業利益304億56

百万円（同10.5％増）、経常利益323億46百万円（同19.3％増）、当期純利益201億74百万円（同30.4％増）となり

ました。 

・売上高は、医薬品事業、その他事業ともに増収となり、1,775億31百万円（同3.5％増）となりました。 

・営業利益は、薬価の引き下げや原価率の高い品目の売上増加により原価が上昇したものの、販売費及び一般管理

費が減少した結果、304億56百万円（同10.5％増）となりました。 

・研究開発費は、抗ヒトTNFαモノクローナル抗体製剤「レミケード」などの開発費用を中心に285億19百万円（同

6.6％減）となり、売上高に対する比率は16.1％となりました。 

・経常利益は、為替差益、受取利息、受取配当金が増加し、たな卸資産廃棄損などが減少したことにより、323億

46百万円（同19.3％増）となりました。 

・特別利益は、投資有価証券売却益などの計上により15億98百万円、特別損失は、合併関連費用などにより７億49

百万円となりました。この結果、当期純利益は、201億74百万円（同30.4％増）となりました。 

  

② 事業の種類別セグメントの状況 

医薬品事業 

・売上高は、一般用医薬品は減少しましたが、医療用医薬品が国内および海外ともに増加し、1,641億47百万円

（同3.4％増）となりました。 

・国内医療用医薬品の売上高は、薬価の引き下げと非イオン性尿路・血管造影剤「プロスコープ370」の自主回収

による減少を、「レミケード」、麻しん風しん混合ワクチン「ミールビック」などの増加によりカバーし、増収

となりました。 

・海外医療用医薬品の売上高は、狭心症・高血圧症治療剤（カルシウム拮抗剤）「ヘルベッサー」、高血圧症治療

剤（ACE阻害剤）「タナトリル」の増加により、増収となりました。 

・営業利益は、原価が上昇したものの、販売費及び一般管理費が減少した結果、307億99百万円（同11.7％増）と

なりました。 

その他事業 

・売上高は、化成品事業の売上高増加により、133億83百万円（同4.7％増）となりましたが、営業利益は、原価の

上昇などにより、△３億43百万円となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

  営業活動においては、214億19百万円の資金を得ました。前連結会計年度との比較では、当期純利益が増加した

ものの、売上債権の増加と仕入債務の減少などにより、12億68百万円減少しました。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

  投資活動においては、投資有価証券の取得、固定資産の取得などにより85億25百万円の資金を支出しました。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

  財務活動においては、配当金支払いなどに60億59百万円の資金を支出しました。 



 以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末に比較して68億72百万

円増加し、461億21百万円となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりとなります。 

 （注）１ 生産金額は生産数量を正味販売価格により換算したものであります。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）商品仕入実績 

 当連結会計年度における商品仕入実績を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりとなります。 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメント毎に示すと次のとおりとなります。 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品 101,146 △6.7 

その他 237 △80.5 

合計 101,384 △7.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品 38,197 26.1 

その他 11,541 11.9 

合計 49,738 22.5 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前期比（％） 

医薬品 164,147 3.4 

その他 13,383 4.7 

合計 177,531 3.5 

相手先 

前連結会計年度 当連結会計年度 

金額 
（百万円） 

割合 
（％） 

金額 
（百万円） 

割合 
（％） 

株式会社スズケン 29,869 17.4 32,665 18.4 

東邦薬品株式会社 27,555 16.1 30,738 17.3 

株式会社メディセオ・パルタッ

クホールディングス 
19,682 11.5 20,712 11.7 



３【対処すべき課題】 

  医薬品業界では、企業間の競争が激化の一途をたどる一方、社会保障費の削減を目的とした医療制度改革が世界的

に進められてきております。少子高齢化が急速に進む日本においても、医療制度の抜本的な改革が断行される厳しい

経営環境となっております。このような環境下、当社グループは、中長期的な構造変化に対応して成長し続けるため

に、中期経営計画「チェンジTANABE 2010」（第103期～第107期／2006年度～2010年度）を策定し、本年度から３つ

の重点課題の達成に向けて取り組んでおり、初年度である第103期（2006年度）は、おおむね順調に推移いたしまし

た。 

  さらに、この度当社は、グローバル新薬の創製と新たな事業機会への挑戦に向けて、本年４月27日に三菱ウェルフ

ァーマ株式会社と合併に関する最終合意に至り、両社の間で「合併契約書」を締結いたしました。本合併については

本年６月26日開催の定時株主総会において、承認を得ており、本年10月１日の合併を予定しております。合併により

誕生する新会社「田辺三菱製薬株式会社」は、事業規模の拡大と経営基盤の強化を通じて、国内トップクラスの製薬

企業へのステップアップをはかり、企業価値の最大化ならびにより責任ある立場としてさらなる社会への貢献に努め

ていく所存です。 

  なお、中期経営計画の課題の進捗状況は、以下のとおりです。 

重点課題１ 自社オリジナル品の研究開発の促進 

  研究開発の生産性とスピードを向上させ、全社の重点領域である＜循環・代謝＞、＜免疫・炎症＞、＜泌尿器＞の

３領域を中心に、５年間で12品目以上の新規開発候補品およびPOC（Proof of Concept：当該メカニズムのヒトでの

安全性と有効性を確認すること）確立済みの自社オリジナル開発品５品目以上の創出を目指しております。当連結会

計年度については、新規開発候補品として２品目を創出いたしました。 

重点課題２ 「レミケード」のポテンシャルの最大化 

  今後の成長の牽引役である「レミケード」については、第107期（2010年度）の売上高500億円達成および効能追

加、用量変更の早期承認取得を目指しております。当連結会計年度については、「レミケード」専任担当者とMRの連

携強化による情報提供体制を順次充実させ、売上高は、当初計画を上回る205億円となり、目標達成に向けて順調に

推移しております。効能追加に関しては、ベーチェット病による難治性網膜ぶどう膜炎の効能追加を本年１月26日に

取得いたしました。また、昨年11月にはクローン病維持療法の申請を行ったほか、潰瘍性大腸炎、乾癬、強直性脊椎

炎のフェーズⅢ試験を開始いたしました。 

重点課題３ 医療ニーズに対応した成長機会・事業機会への挑戦 

  広く医療ニーズに対応した事業機会・成長機会への挑戦に積極的に取り組んでおります。当連結会計年度について

は、「ミールビック」の売上拡大や希少疾病用医薬品であるナルコレプシー治療薬「モディオダール」の新発売など

ワクチンや稀少疾病医薬品への取り組みについては、着実に成果をあげております。また、先発品と同様に患者さ

ん、医療従事者に安心して使用いただける「タナベ」ブランドのジェネリック医薬品の提供についても、具体的な事

業モデルの検討と参入準備に取り組んでおります。さらに、海外では中国市場における事業機会・成長機会を継続し

て追求してまいります。 

  なお、中期経営計画に掲げた上記の重点課題は、合併新会社の経営課題として引き継がれる予定であり、着実に足

元の課題を克服しながら、目標達成に向けて取り組んでまいります。 



４【事業等のリスク】 

  当社グループの財政状態および経営成績に重要な影響を及ぼす可能性のあるリスクには、主として以下のものがあ

ります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の予防および発生した場合の対処に努

める方針です。なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末（平成19年３月31日）現在において当社

グループが判断したものです。  

(1) 新薬の研究開発に関わるリスク 

  新薬の研究開発には、長期的な投資と大量の資源投入を伴いますが、新製品または新技術の創造へつながる保証

はありません。研究開発投資が結果として新製品の販売に結びつかない場合には、将来の成長と収益性を低下させ

る可能性があります。現在の新薬のパイプラインについては、今後の治験その他の試験などにより治療効果や安全

性に問題が生じた場合や、利益が見込めないことが判明した場合には、開発を中止することがあります。特に大型

化が期待される新薬の候補品に問題が生じた際には、将来の当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及

ぼす可能性があります。 

(2) 副作用に関わるリスク 

  上市後の製品に関し、研究開発段階では予見できなかった副作用の発生や副作用発現頻度の有意な上昇がおきる

ことがあります。これらの事態が発生すると、訴訟の提起、該当製品の販売中止、回収、該当製品の投与対象者の

制限がおきる可能性があります。 

(3) 医療保険制度に関わるリスク 

  国内における医療用医薬品の販売に関しては、医療保険制度の下に位置付けられる公定薬価制度が多大な影響を

及ぼします。また、医療の適正化、機能分化の観点から、医療保険制度の抜本的な改革が進められようとしてお

り、これらの内容によっては、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(4) 競合品に関わるリスク 

  当社グループの製品と競合する同種の後続新製品の上市、新規治療法を与える画期的新薬や新技術の登場、ジェ

ネリック医薬品の市場参入や新しいエビデンスの発表などにより、臨床使用における治療上の位置付けが相対的に

変わり、製品の売上高が減少する可能性があります。 

(5) 知的財産権に関わるリスク 

  当社グループの事業活動が、他者の特許など知的財産権に抵触した時には、事業の中止や係争の可能性がありま

す。また、当社グループの特許等知的財産権を他者が侵害すると考えられる場合には、訴訟を提起する場合があり

ます。これらの動向により、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(6) 他社との提携に関わるリスク 

  当社グループは、経営資源を有効に活用するため、研究、開発、製造および販売それぞれの事業領域において、

共同研究および共同開発、製品導出、委託製造、受託販売、共同宣伝・共同販売などを推し進めておりますが、一

部の契約には資本拘束条項および競業避止条項が含まれているものもあり、今後、何らかの事情により契約変更お

よび提携解消が発生した場合、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(7) 製造・安定供給に関わるリスク 

  製薬企業はその取り扱う医薬品に関し、市場へ安定的に供給する義務を負っております。そのため、当社グルー

プでは製品在庫や原材料在庫を十分に確保し、需要変動への対応に努めております。しかしながら、当社の責に帰

さない商品・原材料の供給停止や、災害などによる工場の長期にわたる操業停止などにより製品供給に支障が生じ

た場合、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(8) 法的規制・訴訟に関わるリスク 

  医薬品の研究や製造に関しては、品質規制や環境規制が強化される方向にあり、今後これらの規制が新たに強化

された場合には、相応の追加的費用が発生する可能性があります。また、事業活動に関連し、医薬品の副作用の他

に製造物責任、労務問題、公正取引などに関し、訴訟を提起される可能性があります。これらにより、当社グルー

プの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

(9) 財務に関わるリスク 

  当社グループが保有しております有価証券が、市場価格の低下により評価損を計上したり、海外子会社の業績、

輸出入の外貨建て決済、外貨建ての金融商品などが、為替相場の変動により財政状態および経営成績に悪影響を及

ぼす可能性があります。また、退職給付債務を算定する割引率が下落することにより、予測給付債務が増加する場

合があります。 

(10) 三菱ウェルファーマ株式会社との合併に関わるリスク 

  当社グループは、厳しさを増す経営環境の中にあって、国内事業基盤を強固なものとし、今後のグローバル新薬

の創製と新たな事業機会への挑戦に向けて、当社と三菱ウェルファーマ株式会社との間で、本年４月27日に合併契



約書を締結いたしました。現在、合併に向けて準備作業を進めておりますが、今後何らかの事情により、合併その

ものあるいは合併契約書で定めた内容が変更される場合には、当社グループの財政状態および経営成績に重要な影

響を及ぼす可能性があります。 

(11) 上場廃止に関わるリスク 

  この度の三菱ウェルファーマ株式会社との合併は、東京証券取引所および大阪証券取引所の株券上場廃止基準第

２条第１項第９号（不適当な合併等）aの規程により、合併効力発生日（平成19年10月１日）から新規上場に準じ

た審査を受けるための期間（猶予期間）に入る可能性があります。この猶予期間に上場が承認されない場合には、

当社グループの財政状態および経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

上記以外にもさまざまなリスクがあり、ここに記載されたものが当社グループのすべてのリスクではありません。 



５【経営上の重要な契約等】 

(1) 外国会社からの技術導入契約 

(2) 外国会社との合弁関係 

(3) 販売契約（導出） 

(4) 販売契約（導入） 

会社名 相手先 国名 技術の内容 対価の支払 契約期間 備考 

当社 

サノフィ・ 
アベンティス社 

フランス 

カルシウム拮抗剤「ヘ
ルベッサー」原末等の
中間体の製造に関する
技術 

一定料率のロイ
ヤルティ 

1990.10～ 
契約特許最終満了
日 

  

セプラコール社 
カイレックス社 

アメリカ 

カルシウム拮抗剤「ヘ
ルベッサー」原末等の
中間体の製造に関する
技術 

契約一時金 
一定料率のロイ
ヤルティ 

1990.10～無期限   

会社名 合弁会社名及び所在国 相手先 国名 設立の目的 設立年月 

当社 
サンテラボ・ 
タナベ シミイ社（フランス） 

サノフィ・ 
アベンティス 
パーティシ 
ペーションズ社 

フランス 
カルシウム拮抗剤「ヘルベ
ッサー」原末の製造、販売 

1987年６月 

会社名 相手先 国名 契約の内容 契約期間 備考 

当社 
ダイドードリンコ 
株式会社 

日本 
医薬部外品ビタミン含有保健
剤「アスパラドリンクＸ」の
供給、販売 

1999.11～2002.10 
以後１年毎の自動延長中 

  

会社名 相手先 国名 契約の内容 契約期間 備考 

当社 

ファイザー株式会社 日本 
脳循環・代謝改善剤「サ
アミオン」の製造、販売 

1984.3～2013.12 
以後１年毎の自動延長 

  

栄研化学株式会社 日本 体内診断薬の販売 2007.3 契約を解約   

ノバルティスファーマ 
株式会社 

日本 
HMG－CoA還元酵素阻害剤
「ローコール」の開発、
販売 

1993.6～2012.9 
以後１年毎の自動延長 

  

バイエル・シエーリン
グ・ファーマ社 

ドイツ 
非イオン性尿路・血管造
影剤「プロスコープ」の
販売 

1996.1～2010.2 
以後１年毎の自動延長 

  

財団法人 
阪大微生物病研究会 

日本 人体用ワクチンの販売 2005.10～2008.10   

宇部興産株式会社 日本 
抗アレルギー剤「タリオ
ン」の製造、販売 

2000.3～ 
特許期間満了または発売
日（2000.10）から10年
間のいずれか遅い方まで 
以後１年毎の自動延長 

  

セントコア社 アメリカ 
抗ヒトTNFαモノクローナ
ル抗体製剤「レミケー
ド」の販売 

1993.11～ 
当社が販売する間 

  



 (5) 三菱ウェルファーマ株式会社との合併契約 

 当社は、平成19年４月27日開催の取締役会における決議を経て、同日、三菱ウェルファーマ株式会社との間で合

併契約書を締結いたしました。当該合併契約書につきましては、三菱ウェルファーマ株式会社では、平成19年６月

22日開催の第６回定時株主総会において、当社では、平成19年６月26日開催の第103回定時株主総会において承認

を得ております。 

合併の目的 

 医薬品産業は、高齢化社会の到来による医療ニーズの増大と生命科学に関する技術革新の進展により、今後の

日本経済の成長を支える最重要産業であると位置づけられております。一方、医療財政の逼迫による医療費抑制

策の浸透により、グローバルな競争に劣後する製薬企業は淘汰されていく恐れがあるものと見られております。

 こうした錯綜する環境見通しのなか、当社は、自社オリジナル品の研究開発の促進および医療ニーズに対応し

た事業機会・成長機会への挑戦を、三菱ウェルファーマ株式会社は、海外事業展開の強化および三菱化学グルー

プと連携をはかり、診断・検査技術との融合による個別化医療に貢献する特色ある企業集団の構築を、それぞれ

基本戦略として掲げ推進しております。 

 当社と三菱ウェルファーマ株式会社は、創薬力の更なる強化と海外事業展開の加速化をはかるとともに、今後

の医療の変化に積極的に対応して事業機会を追求するという共通の目標を有しております。 

 その実現のためには、事業規模の拡大と経営基盤の強化により、国内トップクラスの製薬企業へのステップア

ップが不可欠であるとの認識で一致し、今般、両社は、グローバル新薬の創製と新たな事業機会への挑戦に向け

て、合併契約書を締結いたしました。 

合併の方法および合併契約の要旨 

① 合併の方法 

  当社を存続会社とし、三菱ウェルファーマ株式会社を消滅会社として、吸収合併により合併いたします。 

② 合併後の社名（商号） 

    田辺三菱製薬株式会社 

（英文名 Mitsubishi Tanabe Pharma Corporation） 

③ 合併比率 

    三菱ウェルファーマ株式会社の普通株式１株に対して、当社の普通株式0.69株を割当交付いたします。 

④ 合併比率の算定方法 

  当社および三菱ウェルファーマ株式会社は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって公平性を期す

ため、当社はメリルリンチ日本証券株式会社（以下、「メリルリンチ」）を、三菱ウェルファーマ株式会社

は野村證券株式会社（以下、「野村證券」）をファイナンシャル・アドバイザーとして任命しそれぞれ合併

比率の算定を依頼いたしました。 

  メリルリンチは、本合併の諸条件等を分析した上で、ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キャッシュフロー)

法、類似企業比較分析、類似取引比較分析、市場株価平均法分析、利益貢献度分析、過去の統合事例分析、

希薄化増大化分析などを総合的に勘案して意見表明を行っております。野村證券は、当社については市場株

価分析、類似会社比較分析、ＤＣＦ分析等を、三菱ウェルファーマ株式会社については類似会社比較分析、

ＤＣＦ分析等を行っております。 

  当社は、メリルリンチによる合併比率の算定結果を参考に、三菱ウェルファーマ株式会社は、野村證券に

よる合併比率の算定結果を参考に、またそれぞれ両社の財務状況や財務予測、両社の株価動向等の要因を勘

案し、両社で協議を重ねた結果、最終的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 

⑤ 合併により交付する株式の数 

 普通株式316,320,069株 

 このうち22,500,000株については、当社の保有する自己株式を充当し、293,820,069株を新規に発行いたし

ます。 

⑥ 合併により増加すべき当社の資本金、準備金および剰余金の額 

・ 資本金 

  本合併の直前の三菱ウェルファーマ株式会社の資本金の額（三菱ウェルファーマ株式会社は９月下旬に

資本金および資本準備金を減少させ、その他資本剰余金に振り替える手続きを行い、合併後の田辺三菱製

薬株式会社の資本金は50,000百万円となる予定であります。） 

・ 資本準備金 

本合併の直前の三菱ウェルファーマ株式会社の資本準備金の額  

・ その他資本剰余金 

会社計算規則第59条第１項第３号ロに掲げる額からハおよびニに掲げる合計額を減じて得た額 



・ 利益準備金 

本合併の直前の三菱ウェルファーマ株式会社の利益準備金の額 

・ その他利益剰余金 

本合併の直前の三菱ウェルファーマ株式会社のその他利益剰余金の額 

  ただし、効力発生日の当社および三菱ウェルファーマ株式会社の資産状態等により、両社協議の上、これ

を変更する場合があります。 

⑦ 効力発生日 

平成19年10月１日 

ただし、合併手続進行上の必要性その他の事由により、両社協議の上、変更する場合があります。 

⑧ 会社財産の引継 

 当社は、効力発生日において、三菱ウェルファーマ株式会社の資産および負債ならびにこれらに付随する

全ての権利義務を引き継ぐものとします。 

三菱ウェルファーマ株式会社の概要 

① 住所 

大阪市中央区平野町二丁目６番９号 

② 代表者 

代表取締役社長 小峰 健嗣 

③ 資本金（平成19年３月31日現在） 

30,560百万円 

④ 事業の内容 

医療用医薬品を主体とする各種医薬品の製造、仕入れおよび販売 

⑤ 経営成績（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで） 

（連結） 

売上高     227,517百万円 

当期純利益  24,305百万円 

（単体） 

売上高     184,173百万円 

当期純利益  21,605百万円 

⑥ 財政状態（平成19年３月31日現在） 

（連結） 

資産額    323,364百万円 

負債額     70,122百万円 

純資産額  253,242百万円 

（単体） 

資産額    295,010百万円 

負債額     60,794百万円 

純資産額  234,216百万円 

⑦ 従業員数（平成19年３月31日現在） 

（連結） 5,907名 

（単体） 3,488名 

なお、合併会社は株式会社三菱ケミカルホールディングスの連結子会社となる予定であります。 



６【研究開発活動】 

(医薬品事業） 

  当社グループは、＜循環・代謝＞、＜免疫・炎症＞および＜泌尿器＞の３領域を重点領域として研究開発を推進

しています。科学技術の進展により創薬手法が変化していることに加え、そのコストが増大する中で、新薬開発を

巡る企業間競争は一層激しさを増していますが、重点化やアライアンスの活用などによる研究開発の効率化を進め

るとともに、海外での臨床試験の推進により、自社オリジナル品の創製を促進しています。 

 当連結会計年度の研究開発費は、前連結会計年度比6.6％減の285億19百万円となり、売上高に対する比率は

16.1％となりました。 

 当連結会計年度の主な研究開発活動の進捗状況は、以下のとおりです。 

承認の取得 

・本年１月に、「レミケード」について、ベーチェット病による難治性網膜ぶどう膜炎の効能追加の承認を取得し

ました。 

・本年１月に、アルフレッサファーマ株式会社が精神神経用剤「モディオダール」（ナルコレプシー）の製造販売

承認を取得し、３月から共同販売を開始しています。 

・本年３月に、抗アレルギー剤「タリオン」の剤型追加として、口腔内崩壊錠の製造販売承認を取得しました。 

承認申請 

・昨年４月に、選択的β1遮断剤「メインテート」の慢性心不全について効能追加を申請しました。 

・昨年11月に、「レミケード」のクローン病維持療法について、効能追加を申請しました。 

臨床試験の開始・進捗 

・「レミケード」に関して、潰瘍性大腸炎、乾癬および強直性脊椎炎の効能追加に向けたフェーズⅢ試験を昨年７

月、10月および12月に、それぞれ開始しました。 

・抗ウィルス剤「バリキサ」の移植の効能追加に向けたフェーズⅢ試験を昨年12月に開始しました。 

・麻薬鎮痛剤であるクエン酸フェンタニル口腔粘膜吸収製剤（TA-8317）のフェーズⅢ試験を昨年９月に開始しまし

た。 

・「モディオダール」については、閉塞性睡眠時無呼吸症候群の効能追加に向けたフェーズⅢ試験を本年１月に、

アルフレッサファーマ株式会社と共同で開始しました。 

・糖尿病治療薬として米国でフェーズⅡ試験を実施しているDPPⅣ阻害剤（TA-6666）の国内におけるフェーズⅠ試

験を昨年８月に開始しました。 

海外 

・自社で開発を行っている品目の進捗状況としては、欧州で、過活動膀胱治療薬として期待されるNK-１拮抗剤

（TA-5538）のフェーズⅡ試験、および、関節リウマチや乾癬治療薬として期待されるp38阻害剤（TA-5493）のフ

ェーズⅠ試験をいずれも昨年６月に開始しました。 

・導出先で開発段階に進捗のあった品目としては、多発性硬化症治療薬として期待される細胞接着阻害剤（T-

0047）のフェーズⅡ試験をグラクソ・スミスクライン社（英）が本年１月に再開し、勃起不全治療薬として米国

でフェーズⅡ試験を実施中のPDEⅤ阻害剤（TA-1790）のフェーズⅠ試験をチョンウェイ社（韓）が本年１月に開

始しました。また、ジョンソン・エンド・ジョンソン社（米）において、当社が創製し、糖尿病／肥満治療薬と

して期待されるSGLT-2阻害剤のフェーズⅠ試験を実施中です。 

(その他事業) 

   特に記載すべき事項はありません。 

  なお、その他事業における研究開発費については少額のため、医薬品事業に含めております。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

（財政状態） 

(1) 資産、負債及び純資産 

・当連結会計年度末の総資産は、2,970億87百万円となり、前連結会計年度末に比べて162億73百万円増加しま

した。 

・流動資産は、受取手形及び売掛金、有価証券などが増加し、前連結会計年度末比177億97百万円増の1,450億

49百万円となりました。固定資産は、前連結会計年度末比15億23百万円減の1,520億円37百万円となりまし

た。 

・負債は、未払金、未払法人税等の増加により、前連結会計年度末比20億37百万円増の634億91百万円となり

ました。 

・純資産については、利益剰余金が増加し、2,335億95百万円となりました。この結果、自己資本比率は

78.2％となりました。 

(2) キャッシュ・フロー 

 キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １［業績等の概要］ (2）キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。 

（経営成績） 

 経営成績につきましては、「第２ 事業の状況 １［業績等の概要］ (1) 業績」に記載のとおりであります。



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社および連結子会社は、研究開発力強化のための設備投資ならびに品質の向上、製品原価の低減を目的とした生

産設備の増強合理化投資を継続的に実施しており、当連結会計年度の設備投資額は、43億68百万円であります。 

 なお、設備投資額については、生産設備など医薬品事業およびその他事業で共用設備が多く、事業の種類別セグメ

ントは区分しておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社および連結子会社における主要な設備は以下のとおりであります。 

(1）提出会社 

 （注）１ 大阪市淀川区所在の研究所の土地は、大阪工場に含まれております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）国内子会社 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）在外子会社 

 （注） 土地、建物等は連結子会社のタナベ リサーチ ラボラトリーズＵ.Ｓ.Ａ.社に賃貸しております。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土地 
（面積千㎡）

工具、器具
及び備品 

合計 

加島事業所（大阪工場） 
（大阪市淀川区） 

医薬品 
その他 

生産設備 2,746 1,416 
767 

(89.9)
113 5,044 156 

加島事業所（研究所） 
（大阪市淀川区）（注）１ 

医薬品 研究設備 3,312 478 
－ 

(－)
972 4,762 317 

戸田事業所（研究所） 
（埼玉県戸田市） 

医薬品 研究設備 5,495 148 
791 

(30.2)
1,058 7,493 289 

本社 

（大阪市中央区） 
医薬品 
その他 

その他設備 1,757 39 
3,402 
(3.4)

83 5,283 620 

東京事業所 
（東京都千代田区） 

医薬品 
その他 

その他設備 695 － 
924 

(1.7)
16 1,636 259 

  平成19年３月31日現在

会社名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
（人） 

建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土地 
（面積千㎡）

工具、器具
及び備品 

合計 

山口田辺製薬株式会社 
（山口県山陽小野田市） 

医薬品 
その他 

生産設備 4,997 2,709 
960 

(307.1)
207 8,875 245 

  平成18年12月31日現在

会社名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメント 
の名称 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 

（人） 
建物及び 
構築物 

機械装置 
及び運搬具 

土地 
（面積千㎡）

工具、器具 
及び備品 

合計 

タナベ ホールディング 
アメリカ社 
（アメリカ 
カリフォルニア州） 

医薬品 研究設備 606 － 
286 

(41.8)
－ 892 4 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 当社および連結子会社の当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修等に係る投資予定額は、91億46

百万円であります。所要資金は、主に自己資金でまかなう予定であります。 

① 提出会社 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

② 国内子会社 

 （注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 
（所在地） 

事業種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
投資予定額（百万円） 

資金調達 
方法 

着手年月 
完了予定 

年月 
総額 既支払額 

加島事業所（研究所) 
（大阪市淀川区） 

医薬品 研究設備の増強 480 － 自己資金 
平成19年 

４月 
平成20年 

３月 

戸田事業所（研究所) 
（埼玉県戸田市） 

医薬品 研究設備の増強 479 － 自己資金 
 平成19年 

４月 
平成20年 

３月 

本社 
（大阪市中央区） 

医薬品 
その他 

情報システムの更新 
設備の更新 

2,223 － 自己資金 
平成19年 

４月 
平成20年 

３月 

会社名 
（所在地） 

事業種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
投資予定額（百万円） 

資金調達 
方法 

着手年月 
完了予定 
年月 

総額 既支払額 

山口田辺製薬株式会社 
（山口県山陽小野田市） 

医薬品 生産設備の増強 4,353  － 自己資金 
平成19年 
４月 

平成20年 
３月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

（注）平成19年６月26日の定時株主総会において定款変更が承認され、平成19年10月1日より、発行可能株式総数は

1,400,000,000株増加し、2,000,000,000株となる予定です。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１ 転換社債の転換による増加であります。 

２ 平成12年２月３日に発行いたしました120％コールオプション条項付第８回無担保転換社債ならびに120％コ

ールオプション条項付第９回無担保転換社債につきましては、平成13年４月10日に120％コールオプション

条項の要件を満たし、繰上げ償還を行う権利が当社に生じ、当該権利を行使いたしました。平成13年５月30

日現在で未転換の第８回、第９回無担保転換社債それぞれ２百万円、１百万円は、平成13年５月31日付で償

還いたしました。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）１ 自己株式22,652,807株は「個人その他」に22,652単元および「単元未満株式の状況」に807株を含めて記載

しております。 

２ 上記「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が１単元含まれております。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 600,000,000 

計 600,000,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

(平成19年３月31日) 

提出日現在 
発行数（株） 

(平成19年６月26日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 267,597,847 267,597,847 
大阪・東京 

（以上市場第一部） 

完全議決権株式であり、権

利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

計 267,597,847 267,597,847 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高 
（株） 

資本金増減額

（百万円） 

資本金残高 

（百万円） 

資本準備金 
増減額 

（百万円） 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成13年４月１日～ 
平成14年３月31日 

25,515,884 267,597,847 9,951 44,261 9,925 48,036 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満 

株式の状況 
（株） 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の 
法人 

外国法人等 
個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 87 41 231 347 3 10,180 10,889 － 

所有株式数

（単元） 
－ 89,264 5,093 24,808 96,511 3 50,848 266,527  1,070,847 

所有株式数 

の割合（％） 
－ 33.49 1.91 9.31 36.21 0.0 19.08 100.0 － 



(6）【大株主の状況】 

 （注）１ 上記の持株数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社       15,347千株 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社     11,419千株 

２ 上記には含まれておりませんが、当社は、自己株式22,652千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合

8.47％）を保有しております。なお、当該株式は、会社法第308条第２項の規定により議決権を有しており

ません。 

３ 平成18年11月14日付で日本生命保険相互会社より、また、平成18年11月15日付で株式会社三菱ＵＦＪフィナ

ンシャル・グループより、また、平成19年１月12日付でゴールドマン・サックス証券株式会社より、それぞ

れ当社株式の保有状況が変更になった旨の大量保有報告書（変更報告書）の提出を受けておりますが、当社

として当事業年度末時点における所有株式数の確認ができておりませんので、上記表には含めておりませ

ん。なお、大量保有報告書（変更報告書）の内容は、以下のとおりであります。 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 15,875 5.93  

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 15,347 5.74  

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 12,089 4.52  

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
東京都中央区晴海１丁目８－11 11,419 4.27  

ザチェースマンハッタンバンク 
エヌエイロンドンエスエル 
オムニバスアカウント 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

Woolgate House, Coleman Street 

London EC2P 2HD, England 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

8,504 3.18  

ニプロ株式会社 大阪市北区本庄西３丁目９－３ 8,030 3.00  

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

P.O.Box 351 Boston Massachusetts  
02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 6,348 2.37  

ステートストリートバンク 
アンドトラストカンパニー 
505103 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行兜町証券決
済業務室） 

P.O.Box 351 Boston Massachusetts  

02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 
5,683 2.12  

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目２－１ 5,218 1.95  

メロンバンクエヌエーアズ 
エージェントフォーイッツ 
クライアントメロンオムニバス 
ユーエスペンション  
（常任代理人 香港上海銀行 
 東京支店） 

One Boston Place Boston, MA 02108 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

4,972 1.86  

計 － 93,489 34.94  



氏名又は名称 
所有株式数 

（千株） 

発行済株式総数に対する 

所有株式数の割合（％） 
備考 

日本生命保険相互会社 他1社 15,966 5.97 平成18年10月31日現在 

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グ

ループ 
17,803 6.65 平成18年10月31日現在 

ゴールドマン・サックス証券株式会社 

他４社 
17,691 6.61 平成18年12月31日現在 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１ 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権１個）

含まれております。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１

個は含まれておりません。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、小倉美術印刷株式会社所有の相互保有株式330株および当社所有の自

己株式807株が含まれております。 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式  22,652,000 
－ 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

（相互保有株式） 

普通株式      45,000 
－ 同上 

完全議決権株式（その他） 普通株式 243,830,000 243,829 同上 

単元未満株式 普通株式   1,070,847 － 同上 

発行済株式総数 267,597,847 － － 

総株主の議決権 － 243,829 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

（株） 

他人名義 
所有株式数
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

（自己保有株式）           

田辺製薬株式会社 
大阪市中央区道修町 

三丁目２番10号 
22,652,000 － 22,652,000 8.47 

（相互保有株式）           

小倉美術印刷株式会社 
大阪府八尾市若林町 

２丁目115 
45,000 － 45,000 0.02 

計 － 22,697,000 － 22,697,000 8.48 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取り請求による普通株式の取得並びに、

会社法第155条第７項に該当する普通株式の取得。 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り請求による株式は含まれておりません。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注）１ 当期間における「その他（会社法第194条第１項による単元未満株式の買増し請求への売渡し）」には、平

成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買増し請求による株式数は含まれて

おりません。 

２ 当期間における「保有自己株式数」には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未

満株式の買取り請求及び単元未満株式の買増し請求による株式数は含まれておりません。 

区分 株式数 (株) 価額の総額 (円) 

当事業年度における取得自己株式 56,429 83,025,989 

当期間における取得自己株式 6,686 10,580,792 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株）
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（会社法第194条第１項による単元未満株式の買

増し請求への売渡し） 

6,652 9,475,068 750 1,159,500 

保有自己株式数 22,652,807 － 22,658,743 － 



３【配当政策】 

 当社は、三菱ウェルファーマ株式会社との合併を予定しているため、当事業年度より配当の基本的な方針を次のよ

うに見直しております。 

 当社は、利益配分につきましては、中長期的な観点で研究開発や営業活動の強化のための投資を積極的に実行する

ことにより、企業価値の増大をはかるとともに、株主の皆さまへの利益還元を安定的、継続的に充実させていくこと

を基本方針としております。当面は連結配当性向35％（のれん償却前利益ベース）を目標とし、中長期的にはさらな

る利益還元の充実に努めてまいります。 

 また、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 これらの配当の決定機関は、期末配当につきましては株主総会、中間配当につきましては取締役会であります。 

 当事業年度の配当につきましては、上記基本方針に基づき、１株当たり12円とし、１株当たり中間配当金12円と合

わせて、年間配当金は24円とさせていただきました。この結果、連結配当性向は29.1％となりました。 

 内部留保金の使途につきましては、研究開発、生産設備などの資金需要に備える所存であります。 

 当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当をすることができる旨を定款に定めています。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たりの配当額 

(円) 

平成18年11月６日取締役会決議 2,939 12 

平成19年６月26日定時株主総会 2,939 12 

回次 第99期 第100期 第101期 第102期 第103期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） 1,230 1,068 1,253 1,430 1,779 

最低（円） 792 771 885 1,094 1,238 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,526  1,473  1,568  1,779  1,700  1,670  

最低（円） 1,431  1,338  1,458  1,510  1,501  1,572  



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 
社長 
兼 

社長執行役員 

  葉山 夏樹 昭和14年６月28日生 

昭和37年４月 入社 

平成19年

６月より

１年 

34 

平成５年10月 営業企画センター所長 

平成８年６月 取締役に就任 

平成９年４月 営業管掌 

平成10年６月 常務取締役に就任 

平成11年４月 営業総括 

平成11年６月 専務取締役に就任 

平成13年６月 代表取締役副社長に就任 

平成14年６月 代表取締役社長に就任

（現任） 

平成17年６月 社長執行役員に就任 

（現任） 

代表取締役 
専務執行役員 

研究本部長 土屋 裕弘 昭和22年７月12日生 

昭和51年４月 入社 

平成19年

６月より

１年 

16 

平成７年10月 社長室経営企画部長 

平成11年４月 執行役員に就任 

平成12年６月 経営企画部長 

平成13年６月 取締役に就任 

平成15年４月 研究本部長（現任） 

平成15年６月 常務取締役に就任 

平成17年６月 取締役常務執行役員に就

任 

平成18年６月 代表取締役専務執行役員

に就任（現任） 

取締役 
執行役員 

渉外担当兼 
開発本部長 

柳澤 憲一 昭和25年６月２日生 

昭和48年４月 入社 

平成19年

６月より

１年 

13 

平成13年４月 執行役員に就任 

平成13年４月 製品開発センター所長 

平成15年４月 開発本部長（現任） 

平成15年６月 取締役に就任 

平成17年６月 取締役執行役員に就任

（現任） 

平成17年10月 渉外担当（現任） 

取締役 
執行役員 

財務経理部長 浜岡 純治 昭和26年６月３日生 

昭和49年４月  日本生命保険相互会社 

入社 
平成19年 

６月より 

１年 

3 
平成16年４月  当社入社 

平成16年４月  財務経理部長（現任） 

平成17年４月 

平成19年６月 

執行役員に就任（現任） 

取締役に就任（現任） 

常任監査役 
 常勤 

  畑中 進 昭和15年１月４日生 

昭和37年４月 入社 

平成19年

６月より

４年 

41 

平成５年４月 総務統括部長 

平成７年６月 取締役に就任 

平成10年６月 管理本部長 

平成11年６月 常務取締役に就任 

平成12年６月 管理部門・環境担当 

平成13年６月 専務取締役に就任 

平成15年６月 常任監査役に就任 

（現任） 

常任監査役 
 常勤 

  松本 宏 昭和22年６月24日生 

昭和47年４月 入社 

平成17年

６月より

４年 

21 

平成11年４月 製品開発センター副所長 

平成12年４月 執行役員に就任 

平成12年４月 製品開発センター所長 

平成13年４月 研究開発本部副本部長 

平成13年６月 取締役に就任 

平成13年６月 研究開発本部長 

平成15年４月 製品戦略部長 

平成15年６月 常務取締役に就任 

平成17年６月 常任監査役に就任 

（現任） 

 



 （注）１ 監査役家近正直および宇野郁夫は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 

２ 常任監査役畑中進および社外監査役宇野郁夫は、平成19年９月末をもって退任の予定です。 

３ 当社では、上記取締役のほか、以下の11名を執行役員に任命しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数 
（千株） 

 監査役 
 非常勤 

  家近 正直 昭和８年７月18日生 

昭和37年４月 弁護士登録（大阪弁護士

会）（現任） 
平成19年

６月より

４年 

－ 
平成６年６月 当社監査役に就任 

（現任） 

 監査役 
 非常勤 

  宇野 郁夫 昭和10年１月４日生 

昭和34年３月 日本生命保険相互会社 

入社 

平成19年

６月より 

４年 

－ 

昭和61年７月 同社取締役に就任 

平成元年３月 同社常務取締役に就任 

平成４年３月 同社専務取締役に就任 

平成６年３月 同社代表取締役副社長に

就任 

平成６年６月 当社監査役に就任 

（現任） 

平成９年４月 日本生命保険相互会社代

表取締役社長に就任 

平成17年４月 日本生命保険相互会社代

表取締役会長に就任 

（現任） 
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常務執行役員 （内部統制担当） 小網 和秀

常務執行役員 （経営企画部長） 中尾 明夫

常務執行役員 （医薬営業本部長） 江藤  晃

執行役員 （信頼性保証本部長） 永繁 晶二

執行役員 （総務人事部長） 尾崎 建一

執行役員 
（医薬営業本部副本部長 兼 

          東京第一支店長）
重内 利明

執行役員 （生産本部長） 沼波 憲一

執行役員 

（研究本部副本部長 兼 

  株式会社田辺アールアンド 

   ディー・サービス社長）

石塚  徹

執行役員 
（研究本部副本部長 兼 

     医薬化学研究所長）
大水  博

執行役員 （大阪支店長） 岡田 文俊

執行役員 
（医薬営業本部副本部長 兼 

 製品育成部長）
村上 誠一



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社は「医薬品およびその周辺事業を通じ、健康で豊かなくらしを願う世界の人々に貢献する」との経営理念を掲

げ、医療ニーズに合致した医薬品の提供を通して、社会に貢献するとともに企業価値を向上させることに努めており

ます。この企業目的を継続的に達成していくためには、経営の透明性と健全性の確保が重要であると認識し、経営へ

のチェック機能の強化や企業倫理の遵守を実践し、当社のステークホルダーの信頼を高めることをコーポレート・ガ

バナンスに関する基本的な考え方としております。 

(1) 会社の機関の内容等 

 当社は監査役設置会社であり、株主総会、取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を置いてお

ります。 

（経営体制） 

 取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を構築するため、取締役の任期を

１年にしております。また、本年６月26日の第103回定時株主総会終結後は、取締役数は４名となっておりま

す。月１回の定例取締役会のほか、必要に応じ機動的に臨時の取締役会を開催し、法令、定款および取締役会規

則で定められた事項や経営に関する重要事項を審議・決定するとともに、業務執行の状況を監督しております。

なお、経営体制、取締役の報酬、利益還元方針などに関しては、代表取締役社長が指名する取締役で構成するガ

バナンス会議で事前協議を行うほか、取締役の報酬および取締役候補者の選定などに関しては、代表取締役と２

名の社外有識者からなる経営諮問委員会に諮問した上で、代表取締役社長が取締役会に議案を上程しておりま

す。 

 また、執行役員制度を導入しており、経営の意思決定・監督機能と業務執行機能の区分を明確にしています。

社長執行役員、専務執行役員、常務執行役員および社長執行役員が指名する執行役員から構成される経営執行会

議を設置し、経営全般の業務執行に関する重要事項を協議しております。なお、業務執行を担う取締役は執行役

員を兼務しております。 

（監査体制） 

 監査役は、取締役会などの重要会議に出席しているほか、取締役、内部監査部門などからその職務執行状況の

聴取、重要な決裁書類などの閲覧、主要な事業所や子会社の業務および財産の状況（法令等遵守体制およびリス

ク管理体制等の内部統制システムを含む）の調査により、取締役の職務の執行を監査しております。また、会計

監査人の監査計画、監査実施状況、監査結果に関して期首、中間期、期末に定期的に情報提供および意見交換を

行っており、必要に応じて、会計監査人の監査および監査講評に立ち会うほか、監査経過の状況について適宜報

告を受けております。監査役室を設置の上、監査役の職務を補助すべき使用人として、監査役専任スタッフ２名

を配置して監査役監査の充実に努めております。 

 監査役会は監査役４名（うち社外監査役２名）で構成しており、監査役の監査状況、会計監査人の監査報告、

取締役などの職務執行の報告を受けております。なお、２名の社外監査役は、社外からの経営監視機能も果たし

ております。 

 内部監査については、執行部門から独立した監査部を置き、各業務部門の監査を行っております。なお、監査

部の人員は10名であります。 

 会計監査人にはあずさ監査法人を選任し、正確な経営情報を開示するなど適正な監査が実施される環境を提供

しております。なお、当社の会計監査業務を担当する公認会計士は、牧美喜男、西尾方宏および新井一雄であり

ます。また、会計監査業務に係わる補助者は、公認会計士３名、会計士補等４名となっております。 

（社外監査役との関係） 

 当社の社外監査役である宇野郁夫は、当社の取締役およびその他の監査役との人的関係を有さず、当社との間

に利害関係はありません。また、日本生命保険相互会社代表取締役会長であり、同社と当社および当社グループ

会社との間において、保険取引をはじめとする一般的な営業取引を行っております。 

 もう一人の社外監査役である弁護士の家近正直は、当社の取締役およびその他の監査役との人的関係を有さ

ず、当社との間に利害関係はありません。 



コーポレート・ガバナンス体制図 

(2) 内部統制システムの整備状況等 

 当社は平成18年５月11日開催の取締役会において、会社法第362条第４項第六号並びに会社法施行規則第100条第

１項及び第３項に基づき、内部統制システム整備の基本方針に関する決議をいたしました。この基本方針を踏ま

え、内部統制担当執行役員を中心に、当社および子会社から成る企業集団の内部統制の充実に努めております。 

 （コンプライアンスおよびリスク管理体制） 

 取締役は、企業活動の健全性を確保するため役員、社員が守るべき行動のあり方を定めた当社「行動規範」に

基づき、自ら率先して法令・定款を遵守するとともに、全社的なコンプライアンス体制を構築しております。ま

た、倫理・法務委員会を設置し、社内に確固たる遵法精神と高い倫理観の確立をはかり、「行動規範」の教育・

浸透ならびにコンプライアンス体制の整備・充実をはかっております。法令違反その他のコンプライアンスに関

する事実についての社内報告体制として、内部通報制度を整備し、別途定める規程に基づき運用を行っておりま

す。情報管理基本規程に基づき、情報の適切な管理および会社情報の適時・適切な開示を行っております。 

 危機管理規程に従い、事業の推進に伴うリスクの所在・種類などを把握し、それぞれの担当部署にて必要な対

応を行っております。また、リスクに組織横断的に対応するため、危機管理委員会を設置してリスクの軽減をは

かっております。さらに、リスクが現実化し重大な損害の発生が予測される場合には、危機管理規程に定めた体

制により対応いたします。 

 なお、平成18年度は新たに次のような整備を行いました。 

・法令遵守体制 

  内部通報制度の一層の充実をはかるために、従来から運営している「倫理ホットライン」（社内窓口）に加

えて、社外の専門家により運営する相談窓口を平成18年10月13日に開設いたしました。 

・業務の有効性及び効率性 

  業務がより有効かつ効率的に遂行されるよう組織や権限に関する各種規程や業務分掌の整備充実をはかりま

した。 

・財務報告の信頼性 

  平成20年４月１日以降の事業年度から施行される金融商品取引法の財務報告に係る内部統制については、財

務経理部に内部統制推進グループを平成19年４月１日付けで新設し、整備・運用を進めております。 



(3) 役員報酬 

 役員報酬、取締役賞与および役員退職慰労金について、成果責任および業績との連動性を高めた算定方式を採用

しております。 

 当事業年度における取締役および監査役に対する報酬は、それぞれ267百万円、73百万円（うち社外監査役18百

万円）となっております。なお、取締役の報酬の額には当事業年度取締役賞与引当額35百万円が含まれておりま

す。 

 なお、本年６月26日開催の第103回定時株主総会終結時をもちまして、役員退職慰労金制度及び取締役賞与制度

を廃止いたしました。 

(4) 監査報酬 

 あずさ監査法人と締結した公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は

37百万円となっております。また、あずさ監査法人に対する総報酬額は、三菱ウェルファーマ株式会社との合併に

係るファイナンシャル・デューデリジェンス業務など非監査業務に対する報酬を含め73百万円となっております。

平成19年10月１日以後の合併新会社の経営体制は以下の通りとなります。 

 ① 取締役の人員数は、三菱ウェルファーマ株式会社から新たに４名の取締役（うち社外取締役１名）を加え、計

８名になる予定です。 

② 取締役報酬額を年間500百万円以内、社外取締役報酬額を年間50百万円以内に改定いたします。 

③ 合併後の新会社におきましても引き続き執行役員制度を採用いたします。 

④ 監査役会は、引き続き監査役４名（うち社外監査役２名）により構成いたします。また、１名の補欠監査役を

選任いたします。 

⑤ 会計監査人に新日本監査法人を追加選任いたします。 



第５【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づ

き、当連結会計年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作

成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事

業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日ま

で）及び前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成18年４月１日から

平成19年３月31日まで）及び当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、あずさ監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金     35,797     38,197   

２ 受取手形及び売掛金 ※５   54,102     60,127   

３ 有価証券     11,139     19,372   

４ たな卸資産     20,768     20,790   

５ 繰延税金資産     3,641     4,036   

６ その他     1,868     2,550   

貸倒引当金     △64     △23   

流動資産合計     127,252 45.3   145,049 48.8 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１             

(1）建物及び構築物     23,040     22,584   

(2）機械装置及び運搬具     6,728     5,724   

(3）工具、器具及び備品     2,869     2,759   

(4）土地     12,816     12,829   

(5）建設仮勘定     1,202     1,535   

有形固定資産合計     46,657 16.6   45,434 15.3 

２ 無形固定資産               

(1）商標権     474     98   

(2）のれん     －     98   

(3）ソフトウェア     2,488     1,839   

(4）連結調整勘定     160     －   

(5）その他     188     174   

無形固定資産合計     3,311 1.2   2,210 0.8 

３ 投資その他の資産               

(1）投資有価証券 ※２   76,650     76,923   

(2）長期貸付金     1,106     1,034   

(3）長期前払費用     517     417   

(4）繰延税金資産     480     430   

(5）前払年金費用     19,920     20,655   

(6）長期性預金     3,000     3,000   

(7）その他     1,969     1,983   

貸倒引当金     △52     △51   

投資その他の資産合計     103,591 36.9   104,393 35.1 

固定資産合計     153,561 54.7   152,037 51.2 

資産合計     280,813 100.0   297,087 100.0 

                

 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 支払手形及び買掛金     14,886     13,970   

２ 短期借入金     541     11   

３ １年以内に返済予定の
長期借入金 

    30     30   

４ 未払金     6,841     7,668   

５ 未払法人税等     5,751     9,674   

６ 未払消費税等     118     648   

７ 賞与引当金     4,234     4,453   

８ 役員賞与引当金     －     42   

９ 返品調整引当金     305     208   

10 売上割戻引当金     374     303   

11 その他     885     960   

流動負債合計     33,970 12.1   37,973 12.8 

Ⅱ 固定負債               

１ 長期借入金     121     90   

２ 繰延税金負債     9,636     8,313   

３ 退職給付引当金     11,715     11,744   

４ 役員退職慰労引当金     297     341   

５ スモン訴訟健康管理手
当等引当金 

    5,579     4,891   

６ その他     134     136   

固定負債合計     27,484 9.8   25,518 8.6 

負債合計     61,454 21.9   63,491 21.4 

                

（少数株主持分）               

少数株主持分     1,229 0.4   － － 

（資本の部）               

Ⅰ 資本金 ※３   44,261 15.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金     48,134 17.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金     128,844 45.9   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    19,861 7.1   － － 

Ⅴ 為替換算調整勘定     △779 △0.3   － － 

Ⅵ 自己株式 ※４   △22,193 △7.9   － － 

資本合計     218,128 77.7   － － 

負債、少数株主持分及び
資本合計 

    280,813 100.0   － － 

                

 



    
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金     － －   44,261 14.9 

２ 資本剰余金     － －   48,137 16.2 

３ 利益剰余金     － －   143,612 48.3 

４ 自己株式     － －   △22,270 △7.5 

株主資本合計     － －   213,741 71.9 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差
額金 

    － －   18,811 6.3 

２ 繰延ヘッジ損益     － －   250 0.1 

３ 為替換算調整勘定     － －   △536 △0.2 

評価・換算差額等合計     － －   18,525 6.2 

Ⅲ 少数株主持分     － －   1,327 0.5 

純資産合計     － －   233,595 78.6 

負債純資産合計     － －   297,087 100.0 

                



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  171,552 100.0 177,531 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※1,2 61,935 36.1 69,051 38.9

返品調整引当金戻入額  9 0.0 97 0.1

売上総利益  109,625 63.9 108,576 61.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２   

１ 広告宣伝費  1,916 1,803   

２ 販売諸費  6,177 5,786   

３ 給料賃金  10,982 11,113   

４ 賞与引当金繰入額  2,310 2,708   

５ 役員賞与引当金繰入額  － 48   

６ 賞与手当等  3,745 3,562   

７ 退職給付引当金繰入額  2,040 1,165   

８ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 59 65   

９ 減価償却費  2,296 1,965   

10 研究開発費  30,534 28,519   

11 連結調整勘定償却額  55 －   

12 のれん償却額  － 62   

13 その他  21,939 82,057 47.8 21,318 78,120 44.0

営業利益  27,568 16.1 30,456 17.2

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  414 656   

２ 受取配当金  319 580   

３ 賃貸料  38 34   

４ 為替差益  － 926   

５ 持分法による投資利益  － 70   

６ その他  458 1,230 0.7 365 2,633 1.4

     
 



   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  15 9   

２ 寄付金  139 168   

３ 為替差損  252 －   

４ 固定資産除却損  470 263   

５ たな卸資産廃棄損  560 159   

６ 持分法による投資損失  40 －   

７ その他  211 1,690 1.0 141 742 0.4

経常利益  27,107 15.8 32,346 18.2

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益  80 1,554   

２ 貸倒引当金戻入額  － 36   

３ 固定資産売却益 ※３ 57     7   

４ 関係会社株式売却益   424 561 0.3 － 1,598 0.9

Ⅶ 特別損失    

  １ 合併関連費用  ※４  － 687   

  ２ 投資有価証券評価損  64 17   

  ３ 投資有価証券売却損  － 14   

４ 固定資産処分損 ※５ 1,257 －   

５ ビタミン訴訟関連損失  564 －   

６ 減損損失 ※６ 119 －   

７ その他  75 2,081 1.2 30 749 0.4

税金等調整前当期純利
益 

 25,587 14.9 33,195 18.7

法人税、住民税及び 
事業税 

 9,098 14,020   

法人税等調整額  959 10,058 5.9 △1,082 12,938 7.3

少数株主利益  △63 △0.0 △83 △0.0

当期純利益  15,466 9.0 20,174 11.4

     



③【連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書】 

連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  48,126 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 自己株式処分差益  8 8 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  48,134 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  118,393 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１ 当期純利益  15,466 15,466 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金  4,957 

２ 取締役賞与  58 5,015 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  128,844 

   



連結株主資本等変動計算書 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

44,261 48,134 128,844 △22,193 199,047

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当（注）   △2,449   △2,449

剰余金の配当   △2,939   △2,939

取締役賞与（注）   △34   △34

当期純利益   20,174   20,174

自己株式の取得   △83 △83

自己株式の処分   2 6 9

連結子会社の決算期変更による
増加高 

  17   17

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

－ 2 14,767 △76 14,693

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

44,261 48,137 143,612 △22,270 213,741

  

評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計 その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

為替換算調
整勘定 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

19,861 － △779 19,081 1,229 219,358 

連結会計年度中の変動額       

剰余金の配当（注）     △2,449 

剰余金の配当     △2,939 

取締役賞与（注）     △34 

当期純利益     20,174 

自己株式の取得     △83 

自己株式の処分     9 

連結子会社の決算期変更による
増加高 

    17 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

△1,049 250 243 △555 98 △457 

連結会計年度中の変動額合計 
（百万円） 

△1,049 250 243 △555 98 14,236 

平成19年３月31日 残高 
（百万円） 

18,811 250 △536 18,525 1,327 233,595 



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前当期純利益   25,587 33,195 

減価償却費   7,641 6,774 

減損損失   119 － 

退職給付引当金の増（減）額   △2,146 40 

前払年金費用の（増）減額   614 △734 

貸倒引当金の増（減）額   20 △44 

受取利息及び受取配当金   △733 △1,236 

支払利息   15 9 

有形固定資産除売却損益   1,311 167 

投資有価証券売却損益   △504 △1,540 

投資有価証券評価損   64 17 

持分法による投資損益   40 △70 

ビタミン訴訟関連損失   564 － 

売上債権の（増）減額   1,714 △6,008 

たな卸資産の（増）減額   △647 49 

仕入債務の増（減）額   2,457 △1,032 

未払金の増（減）額   △873 △154 

その他   △1,145 902 

小計   34,100 30,335 

利息及び配当金の受取額   765 1,222 

利息の支払額   △15 △9 

ビタミン訴訟和解金の支払額   △565 － 

特別退職金の支払額   △1,275 － 

法人税等の支払額   △10,321 △10,129 

営業活動によるキャッシュ・フロー   22,688 21,419 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有価証券の取得による支出   △5,398 △12,763 

有価証券の売却による収入   5,280 12,109 

定期預金の預入による支出   △372 △221 

定期預金の払戻による収入   338 116 

有形固定資産の取得による支出   △3,154 △3,879 

有形固定資産の売却による収入   1,167 86 

無形固定資産の取得による支出   △563 △903 

投資有価証券の取得による支出   △14,028 △7,000 

投資有価証券の売却による収入   235 3,972 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却   △243 － 

その他   △87 △42 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △16,826 △8,525 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入金の増減額（純額）   △105 △529 

長期借入金の返済による支出   △174 △30 

自己株式取得による支出   △3,411 △83 

ストックオプションの権利行使による収入   169 － 

配当金の支払額   △4,945 △5,385 

その他   △19 △30 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △8,486 △6,059 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   △68 89 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増（減）額   △2,692 6,924 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   41,941 39,249 

Ⅶ 連結子会社の決算期変更に伴う 
  現金及び現金同等物の減少額  

  － △51 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   39,249 46,121 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社20社は、エースアート株式会社、タナべ ヨ

ーロッパ社等全てを連結子会社としております。 

なお、当社の小野田工場を会社分割し、平成17年10

月に新たに設立した山口田辺製薬株式会社は、当連

結会計年度より連結子会社としております。 

また、連結子会社であったサンケミカル株式会社

は、株式売却により出資比率が減少し持分法適用関

連会社となったため、当中間連結会計期間末に連結

子会社から除外しております。 

一方、連結子会社であった株式会社サン総合情報セ

ンターは、株式売却により出資比率が減少し子会社

ではなくなったため当連結会計年度に連結子会社か

ら除外しております。 

従って、当連結会計年度末における連結子会社は18

社となっております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社18社は、山口田辺製薬株式会社、タナベ ヨー

ロッパ社等全てを連結子会社としております。 

なお、連結子会社であるタナベセイヤク シンガポ

ール社は、平成18年12月に清算いたしましたので、

当連結会計年度末に連結子会社より除外しておりま

す。 

従って、当連結会計年度末における連結子会社は17

社となっております。 

また、連結子会社である田辺総合サービス株式会社

は、平成19年４月１日に連結子会社であるエースア

ート株式会社及び田辺製薬エンジニアリング株式会

社を吸収合併いたしました。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

タマ化学工業株式会社、サンテラボ・タナベ シミ

イ社等関連会社６社に対する投資について持分法を

適用しております。 

なお、連結子会社であったサンケミカル株式会社

は、株式売却により出資比率が減少したため、当中

間連結会計期間末より持分法適用関連会社としてお

ります。 

また、栄研化学株式会社につきましては、保有株式

を全て退職給付信託に拠出いたしておりますので持

分法は適用しておりません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

タマ化学工業株式会社、サンテラボ・タナベ シミ

イ社等関連会社６社に対する投資について持分法を

適用しております。 

なお、栄研化学株式会社につきましては、保有株式

を全て退職給付信託に拠出いたしておりましたが、

当連結会計年度に全ての株式を売却いたしました。 

  

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日は、２社を除いて全てが

12月31日であり、連結決算日との差異が３ヵ月を超

えないため、当該事業年度に係る財務諸表を基礎と

して連結財務諸表を作成し、連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、在外子会社11社の決算日は12月

31日であり、連結決算日との差異が３ヵ月を超えな

いため、当該事業年度に係る財務諸表を基礎として

連結財務諸表を作成し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行って

おります。 

なお、当連結会計年度より連結子会社のうち５社

は、決算期を12月31日から３月31日に変更しており

ます。これらの変更による影響額につき、連結株主

資本等変動計算書では、平成19年１月１日から３月

31日までの期間にかかる利益剰余金増加高を「連結

子会社の決算期変更に伴う増加高」として表示して

おります。また、連結キャッシュ・フロー計算書で

は、同期間にかかる現金及び現金同等物の減少額を

「連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等

物の減少額」として表示しております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 償却原価法 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ)有価証券 

満期保有目的の債券 同左 

その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定しております） 

時価のないもの 移動平均法による原価法 

投資事業有限責 

任組合への出資 

原価法によっております。

ただし、組合の営業により

獲得した損益の持分相当額

を各連結会計年度の損益と

して計上することとし、ま

た、組合がその他有価証券

を保有している場合で当該

有価証券に評価差額がある

場合には、評価差額に対す

る持分相当額をその他有価

証券評価差額金に計上する

こととしております。 

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定しております）

時価のないもの 同左 

投資事業有限責

任組合への出資

同左 

(ロ)デリバティブ 時価法 (ロ)デリバティブ 同左 

(ハ)たな卸資産 

主として、商品は総平均法による低価法、製品

は移動平均法による低価法、原材料他は移動平

均法による原価法によって評価しております。 

(ハ)たな卸資産 

主として、商品及び製品は総平均法による低価

法、原材料他は総平均法による原価法によって評

価しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採

用しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

同左 

無形固定資産  定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間（主として５年）に基づく

定額法を採用しております。 

無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えて、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上することとして

おります。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(ロ)賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、翌連結会計

年度支払賞与見込額のうち当連結会計年度負担

額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

同左 

(ハ)      ────── 

  

(ハ)役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充てるため、翌連結会計年度

支払賞与見込額のうち当連結会計年度負担額を計

上しております。  

(ニ)返品調整引当金 

当社は、当連結会計年度売上高に対して翌連結

会計年度以降予想される返品に備えて、法人税

法の規定に基づく限度相当額を計上しておりま

す。 

(ニ)返品調整引当金 

同左 

(ホ)売上割戻引当金 

当社は、販売した商品・製品に対する将来の売

上割戻しに備えて、当連結会計年度末売掛金に

当連結会計年度割戻率を乗じた金額を計上して

おります。 

(ホ)売上割戻引当金 

同左 

(ヘ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定

額法により費用処理することとしております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（13年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとしており

ます。 

(ヘ)退職給付引当金 

同左 

  

  

(ト)役員退職慰労引当金 

当社及び一部の連結子会社では、役員の退職慰

労金支給に充てるため、内規に基づく当連結会

計年度末退職慰労金要支給額を計上しておりま

す。 

(ト)役員退職慰労引当金 

同左 

(チ)スモン訴訟健康管理手当等引当金 

当社は、スモン訴訟における和解成立原告に対

する健康管理手当及び介護費用の生涯支払見込

額を計上しております。 

(チ)スモン訴訟健康管理手当等引当金 

同左 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、為替差額は損益として処理し

ております。なお、在外子会社等の資産、負債、

収益及び費用は決算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部

における為替換算調整勘定に含めております。 

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算

の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、為替差額は損益として処理してお

ります。なお、在外子会社等の資産、負債、収益及

び費用は決算日の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘

定及び少数株主持分に含めております。 

 



前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(5）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

(5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為

替予約等が付されている外貨建債権債務等につ

いては、振当処理を行っております。 

(6）重要なヘッジ会計の方法 

(イ)ヘッジ会計の方法 

同左 

(ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 (ロ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引及び通貨オプ

ション取引 

ヘッジ対象 実需に基づく外貨建予定取

引及び外貨建債権債務 

ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 同左 

(ハ)ヘッジ方針 

将来の為替変動リスクを回避しキャッシュ・フ

ローを固定化することを目的に、事前に社内に

おいて承認を受けた上で、社内管理規程に基づ

きヘッジ取引を行っております。 

(ハ)ヘッジ方針 

同左 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象について、既に経過し

た期間におけるキャッシュ・フロー累計額を比

較して有効性の判定を行っております。 

(ニ)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

(7）消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却

を行っております。 

６          ────── 

  

７         ────── 

  

７ のれんの償却に関する事項 

 のれんの償却については、５年間の均等償却を行って

おります。 

８ 利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分につい

て、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて

作成しております。 

８          ────── 

  

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって

おります。 

９ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



会計方針の変更 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 この結果、税金等調整前当期純利益が119百万円減少し

ております。 

────── 

  

  

 ────── 

  

  

（たな卸資産の評価方法の変更） 

 当連結会計年度より、製品及び原材料他の評価方法を

移動平均法から総平均法に変更いたしました。 

 この変更は、月次生産量の変動が増大する傾向にある

ことに鑑み、原価管理上、当該変動を平均的に把握し会

社の状況をより適切に反映させるために行ったものであ

ります。 

  この変更による影響は軽微であります。 

  

 ────── 

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用してお

ります。 

  この変更による影響は軽微であります。 

  

 ────── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、232,016

百万円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、改

正後の連結財務諸表規則により作成しております。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

────── （連結貸借対照表） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定」として掲記

されていたものは、当連結会計年度から「のれん」と表示

しております。 

  

──────  （連結損益計算書） 

 前連結会計年度において、「連結調整勘定償却額」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「のれん償

却額」と表示しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 90,361百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 92,534百万円

※２ 関連会社に対する資産は次のとおりであります。 ※２ 関連会社に対する資産は次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 771百万円 投資有価証券（株式） 857百万円

※３ 当社の発行済株式総数は、普通株式267,597千株で

あります。     

※３        ────── 

※４ 連結会社及び持分法を適用した関連会社が保有す

る自己株式の数は、普通株式22,616千株でありま

す。       

※４        ────── 

※５        ────── ※５ 当連結会計年度末は金融機関の休業日でありまし

たが、同日が満期日の手形の処理につきまして

は、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。当連結会計年度末残高から除かれてい

る当連結会計年度末日の満期手形は、次のとおり

であります。              

 受取手形             400百万円 

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関４社と特定融資枠契約を締結しており

ます。 

 ６ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関４社と特定融資枠契約を締結しており

ます。 

特定融資枠契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 －百万円

特定融資枠契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 －百万円



（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 製品商品の期末たな卸高は低価法による評価減後

の金額により計上しております。 

なお、評価減額は155百万円であります。 

※１ 製品商品の期末たな卸高は低価法による評価減後

の金額により計上しております。 

なお、評価減額は551百万円であります。 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               30,534百万円 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               28,519百万円 

※３ 固定資産売却益は、土地建物の売却益31百万円及

び車両その他の売却益であります。 

※３ 固定資産売却益は、土地建物の売却益２百万円及

び車両その他の売却益であります。 

※４        ────── ※４ 合併関連費用は、三菱ウェルファーマ株式会社と

の合併準備に伴い発生したコンサルティング費用

等であります。 

※５ 固定資産処分損は、土地建物の売却損469百万円及

びその他の除売却損であります。 

※５         ────── 

※６ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の

資産について減損損失を計上いたしました。 

※６         ────── 

  

用途 種類 場所 金額 

遊休等 土地 
兵庫県西宮市 
他 

119百万円

合計 119百万円

 

当社グループは原則として事業用資産、賃貸資

産、遊休資産の区分にて資産のグループ化を行

い、時価が著しく下落している遊休資産を中心に

帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額

を減損損失として特別損失に計上いたしました。

事業用資産につきましては資産グループを、賃貸

資産及び遊休資産につきましては個別資産をグル

ーピングの最小単位としております。 

なお、上記減損損失の測定に使用した回収可能価

額は固定資産税評価額に基づく正味売却価額であ

ります。 

  

  



（連結株主資本等変動計算書関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加56千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

       ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少６千株は、単元未満株式の売却による減少であります。  

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度 
増加株式数(千株) 

当連結会計年度 
減少株式数(千株) 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 267,597 － － 267,597 

合計 267,597 － － 267,597 

自己株式         

普通株式 22,616 56 6 22,666 

合計 22,616 56 6 22,666 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 2,449 10 平成18年３月31日 平成18年６月27日

平成18年11月６日 

取締役会 
普通株式 2,939 12 平成18年９月30日 平成18年12月１日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 2,939  利益剰余金 12 平成19年３月31日 平成19年６月27日

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 35,797百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△547百万円

取得日から３ヵ月以内に償還期

限が到来する有価証券 
3,999百万円

現金及び現金同等物 39,249百万円

現金及び預金 38,197百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期

預金 
△664百万円

取得日から３ヵ月以内に償還期

限が到来する有価証券 
8,589百万円

現金及び現金同等物 46,121百万円



（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  工具、器具及び備品 

取得価額相当額 1,572百万円 

減価償却累計額相当額 813百万円 

期末残高相当額 759百万円 

工具、器具及び備品 

取得価額相当額 1,408百万円 

減価償却累計額相当額 747百万円 

期末残高相当額 661百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 313百万円

１年超 446百万円

合計 759百万円

１年内 267百万円

１年超 393百万円

合計 661百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 418百万円

減価償却費相当額 418百万円

支払リース料 349百万円

減価償却費相当額 349百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前連結会計年度 

１ 売買目的有価証券（平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの（平成18年３月31日） 

 上記のほか、「投資有価証券」に計上している投資事業組合に対する出資金持分の時価法評価に係る

評価差額1,945百万円から繰延税金負債790百万円を差し引いた額1,155百万円を「その他有価証券評価差

額金」として計上しております。 

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

６ 時価評価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成18年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券 

非上場の債券                    12,008百万円 

(2）その他有価証券 

非上場株式                      4,577百万円 

投資事業有限責任組合への出資金            2,584 

譲渡性預金                      4,000 

投資信託                       2,004 

コマーシャルペーパー                 1,999 

その他                         122 

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 12,107 43,816 31,709 

小計 12,107 43,816 31,709 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 1,046 967 △79 

(2）債券 15,127 14,937 △190 

公社債 15,127 14,937 △190 

小計 16,174 15,904 △269 

合計 28,281 59,721 31,439 

売却額   売却益の合計額 売却損の合計額 

6,427百万円   80百万円   －百万円 

            （平成18年３月31日）

    １年以内   １年超５年以内   ５年超10年以内   10年超 

(1）債券                 

公社債等   3,012百万円  12,932百万円  －百万円  11,000百万円

(2）その他   5,999   －   －   － 

合計   9,012   12,932   －   11,000 



当連結会計年度 

１ 売買目的有価証券（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

３ その他有価証券で時価のあるもの（平成19年３月31日） 

 上記のほか、「投資有価証券」に計上している投資事業組合に対する出資金持分の時価法評価に係る評

価差額597百万円から繰延税金負債242百万円を差し引いた額354百万円を「その他有価証券評価差額金」

として計上しております。 

４ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

５ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

６ 時価評価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額（平成19年３月31日） 

(1）満期保有目的の債券 

非上場の債券                   14,000百万円 

(2）その他有価証券 

非上場株式                     4,512百万円 

譲渡性預金                                         8,700 

コマーシャルペーパー                               6,589 

投資事業有限責任組合への出資金                     1,172 

投資信託                                           1,004 

その他                                                84 

７ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 12,107 43,394 31,287 

(2）債券 3,003 3,006 3 

    公社債 3,003 3,006 3 

小計 15,110 46,401 31,290 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 1,095 974 △120 

(2）債券 12,118 11,997 △120 

公社債 12,118 11,997 △120 

小計 13,213 12,972 △241 

合計 28,323 59,373 31,049 

種類 
売却原価 

（百万円） 

売却額 

（百万円） 

売却損益 

（百万円） 
売却理由 

   非上場の債券 2,998 3,008 10 繰上償還  

     合計 2,998 3,008 10 － 

売却額   売却益の合計額 売却損の合計額 

32,880百万円   1,562百万円   14百万円 

            （平成19年３月31日）

    １年以内   １年超５年以内   ５年超10年以内   10年超 

(1）債券                 

公社債等   2,994百万円  13,010百万円  1,000百万円  12,000百万円

(2）その他   16,333   －   －   － 

合計   19,327   13,010   1,000   12,000 



（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び利用目的等 

 当社グループは、通常の営業過程における外貨建

取引の為替相場変動によるリスクを軽減するため、

為替予約取引および通貨オプション取引を行ってお

ります。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。 

１ 取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容及び利用目的等 

同左 

① ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引および通貨オプション取引 

ヘッジ対象 

実需に基づく外貨建予定取引および外貨建債

権債務 

  

  

② ヘッジ方針 

 将来の為替変動のリスクを回避しキャッシュ・

フローを固定化することを目的に、事前に社内に

おいて承認を受けた上で、社内管理規程に基づき

ヘッジ取引を行っております。 

  

  

③ ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象について、既に経過し

た期間におけるキャッシュ・フロー累計額を比較

して有効性の判定を行っております。 

  

  

(2）取引に対する取組方針 

 為替予約取引および通貨オプション取引について

は、実需に基づく外貨建予定取引および外貨建債権

債務に対して行うこととしており、投機目的のため

の取引は行わない方針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引および通貨オプション取引について

は、為替相場変動によるリスクを有しております。 

 なお、為替予約取引および通貨オプション取引の

契約先は、いずれも信用度の高い金融機関であるた

め、相手先の契約不履行による信用リスクは、ほと

んどないと判断しております。 

(3）取引に係るリスクの内容 

同左 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実施および管理は、社内管理

規程である「デリバティブ取引取扱規程」に基づき

財務経理部で行っており、さらに、デリバティブ取

引を実施する場合は、取締役会で承認を得る必要が

あります。また、毎月の実施状況および残高につき

ましては、財務経理部より社長に報告することにな

っております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

同左 

２ 取引の時価等に関する事項 

 当社グループは、デリバティブ取引（ヘッジ会計が

適用されているものを除く。）を利用しておりません

ので、該当事項はありません。 

２ 取引の時価等に関する事項 

同左 



（退職給付関係） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び一部の連結子会社は、退職一時金制度を設けております。このほかに当社は確定給付型の制度

として、昭和39年５月より適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成15年４月１日より確定拠出年

金制度へ移行いたしました。また、当社は昭和59年４月より厚生年金基金制度を採用しておりましたが、

平成16年５月１日に認可を受け企業年金基金へ移行しました。なお、厚生年金基金の代行部分について

は、平成15年５月１日に厚生労働大臣から将来分の支給義務免除の認可を受け、平成16年10月５日に最低

責任準備金を納付しました。また、当社は退職給付信託を設定しております。なお、従業員の退職等に際

して加算退職金を支払う場合があります。 

２ 退職給付債務に関する事項 

（注） 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用に関する事項 

（注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「勤務費用」に計上しております。 

    （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 

退職給付債務 △93,672 △93,059 

年金資産 101,333 99,280 

未積立退職給付債務 7,661 6,220 

未認識数理計算上の差異 655 2,793 

未認識過去勤務債務（債務の減額） △112 △103 

連結貸借対照表計上額純額 8,204 8,910 

前払年金費用 19,920 20,655 

退職給付引当金 △11,715 △11,744 

    （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

勤務費用（注） 1,760 1,735 

利息費用 2,300 2,321 

期待運用収益 △2,465 △2,818 

数理計算上の差異の費用処理額 1,766 716 

過去勤務債務の費用処理額 △2 △8 

退職給付費用 3,359 1,946 



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

（ストック・オプション等関係） 

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

該当事項はありません。  

  

  
前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率 2.50％ 同左 

(3）期待運用収益率 3.50％ 同左 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 13年（発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により費用処理すること

としております。） 

同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数 13年（各連結会計年度の

発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法

により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理すること

としております。） 

同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産   

賞与引当金 1,813百万円

未払事業税 503百万円

たな卸資産評価損 729百万円

その他 594百万円

繰延税金資産合計 3,641百万円

繰延税金資産   

賞与引当金 1,900百万円

未払事業税 857百万円

たな卸資産評価損 878百万円

たな卸資産未実現 263百万円

その他 264百万円

繰延税金資産合計 4,164百万円

繰延税金負債  

 繰延ヘッジ損益 △127百万円

繰延税金負債合計 △127百万円

繰延税金資産の純額 4,036百万円

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産   

退職給付引当金 1,652百万円

スモン訴訟健康管理 

手当等引当金 
1,028百万円

株式評価損 339百万円

固定資産未実現利益 355百万円

長期前払費用償却超過額 995百万円

前払研究費 1,612百万円

その他 496百万円

繰延税金資産合計 6,480百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △13,545百万円

固定資産圧縮積立金 △1,548百万円

特別償却準備金 △393百万円

その他 △149百万円

繰延税金負債合計 △15,636百万円

繰延税金負債の純額 △9,155百万円

繰延税金資産   

退職給付引当金 2,655百万円

スモン訴訟健康管理 

手当等引当金 
805百万円

株式評価損 53百万円

固定資産未実現利益 325百万円

長期前払費用償却超過額 1,162百万円

前払研究費 1,297百万円

その他 525百万円

繰延税金資産合計 6,824百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △12,848百万円

固定資産圧縮積立金 △1,417百万円

特別償却準備金 △249百万円

その他 △192百万円

繰延税金負債合計 △14,708百万円

繰延税金負債の純額 △7,883百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用

後の法人税等の負担率との間の差異が、法定実効税

率の100分の５以下であるので、注記を省略しており

ます。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

同左 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１ 当社の事業種類別セグメント情報は、製品（商品を含む）の種類・性質等を基準区分として、「医薬品」と

「その他」に分けております。 

２ 各セグメントの主たる製品及び役務の内容 

３ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれております。 

  
医薬品 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 158,770 12,781 171,552 (－) 171,552 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － (－) － 

計 158,770 12,781 171,552 (－) 171,552 

営業費用 131,196 12,787 143,984 (－) 143,984 

営業利益 27,574 △6 27,568 (－) 27,568 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産 272,946 7,866 280,813 (－) 280,813 

減価償却費 7,639 155 7,795 (－) 7,795 

資本的支出 5,061 39 5,100 (－) 5,100 

  
医薬品 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高 164,147 13,383 177,531 （－） 177,531 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － （－） － 

計 164,147 13,383 177,531 （－） 177,531 

営業費用 133,348 13,727 147,075 （－） 147,075 

営業利益 30,799 △343 30,456 （－） 30,456 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産 288,726 8,361 297,087 （－） 297,087 

減価償却費 6,796 99 6,896 （－） 6,896 

資本的支出 4,818 52 4,870 （－） 4,870 

セグメント 主たる製品及び役務の内容 

医薬品 医療用医薬品、一般用医薬品、診断薬 

その他 化成品、食品添加物、機械設備、情報サービス、宣伝製作物等 



【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％

を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

  

当連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 各セグメントの海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、各セグメントの海外売上高の記載を省略し

ております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日）及び当連結会計年度（自平成18年４月１日  

至平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

海外売上高（百万円） 連結売上高（百万円） 
海外売上高の連結売上高に占める割合 

（％） 

16,053 171,552 9.4 

海外売上高（百万円） 連結売上高（百万円） 
海外売上高の連結売上高に占める割合 

（％） 

17,271 177,531 9.7 



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

 （注）２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 890円21銭

１株当たり当期純利益金額 62円43銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益金額 
62円43銭

１株当たり純資産額 948円30銭

１株当たり当期純利益金額 82円36銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益 15,466百万円 

普通株主に帰属しない金額 45百万円 

（うち利益処分による取締役賞与） （45百万円）

普通株式に係る当期純利益 15,420百万円 

普通株式の期中平均株式数 246,999千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
 

当期純利益調整額 －百万円 

普通株式増加数 15千株 

（うちストックオプション） （15千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益 20,174百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 

（うち利益処分による取締役賞与） （－百万円）

普通株式に係る当期純利益 20,174百万円 

普通株式の期中平均株式数 244,954千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
 

当期純利益調整額 －百万円 

普通株式増加数  －千株 

（うちストックオプション） （－千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

純資産の部の合計 －百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 －百万円 

普通株式に係る期末の純資産額 －百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数 
－千株 

純資産の部の合計 233,595百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 1,327百万円 

普通株式に係る期末の純資産額 232,267百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数 
244,931千株 



（重要な後発事象） 

  

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）  

 該当事項はありません。 

  

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  当社は、平成19年４月27日開催の取締役会における決議を経て、同日、三菱ウェルファーマ株式会社との間で合併

契約書を締結いたしました。当該合併契約書につきましては、三菱ウェルファーマ株式会社では、平成19年６月22日

開催の第６回定時株主総会において、当社では、平成19年６月26日開催の第103回定時株主総会において承認を得て

おります。 

  

 （パーチェス法適用） 

  １ 取得企業の名称および事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称および取得される議決権比率 

   (1) 取得企業の名称および事業の内容 

       名称       三菱ウェルファーマ株式会社 

    事業の内容    医療用医薬品を主体とする各種医薬品の製造、仕入れおよび販売 

 (2) 企業結合を行った主な理由 

 医薬品産業は、高齢化社会の到来による医療ニーズの増大と生命科学に関する技術革新の進展により、

今後の日本経済の成長を支える最重要産業であると位置づけられております。一方、医療財政の逼迫によ

る医療費抑制策の浸透により、グローバルな競争に劣後する製薬企業は淘汰されていく恐れがあるものと

見られております。 

 こうした錯綜する環境見通しのなか、当社は、自社オリジナル品の研究開発の促進および医療ニーズに

対応した事業機会・成長機会への挑戦を、三菱ウェルファーマ株式会社は、海外事業展開の強化および三

菱化学グループと連携をはかり、診断・検査技術との融合による個別化医療に貢献する特色ある企業集団

の構築を、それぞれ基本戦略として掲げ推進しております。 

 当社と三菱ウェルファーマ株式会社は、創薬力の更なる強化と海外事業展開の加速化をはかるととも

に、今後の医療の変化に積極的に対応して事業機会を追求するという共通の目標を有しております。 

 その実現のためには、事業規模の拡大と経営基盤の強化により、国内トップクラスの製薬企業へのステ

ップアップが不可欠であるとの認識で一致し、今般、両社は、グローバル新薬の創製と新たな事業機会へ

の挑戦に向けて、合併契約書を締結いたしました。  

 (3) 企業結合日 

       平成19年10月１日 

(4) 企業結合の法的形式 

       当社を存続会社とし、三菱ウェルファーマ株式会社を消滅会社として、吸収合併により合併いたします。 

(5) 結合後企業の名称 

       田辺三菱製薬株式会社 

      （英文名 Mitsubishi Tanabe Pharma Corporation） 

(6) 取得される議決権比率 

    56.4％ 

  



  

２ 発行する株式の種類および合併比率、その算定方法ならびに交付予定の株式数 

(1) 株式の種類および合併比率 

株式の種類  普通株式 

合併比率   当社 1：三菱ウェルファーマ株式会社 0.69 

    (2) 合併比率の算定方法 

当社および三菱ウェルファーマ株式会社は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって公平性を期す

ため、当社はメリルリンチ日本証券株式会社（以下、「メリルリンチ」）を、三菱ウェルファーマ株式会社

は野村證券株式会社（以下、「野村證券」）をファイナンシャル・アドバイザーとして任命しそれぞれ合併

比率の算定を依頼いたしました。 

  メリルリンチは、本合併の諸条件等を分析した上で、ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キャッシュフロー)

法、類似企業比較分析、類似取引比較分析、市場株価平均法分析、利益貢献度分析、過去の統合事例分析、

希薄化増大化分析などを総合的に勘案して意見表明を行っております。野村證券は、当社については市場株

価分析、類似会社比較分析、ＤＣＦ分析等を、三菱ウェルファーマ株式会社については類似会社比較分析、

ＤＣＦ分析等を、行っております。 

  当社は、メリルリンチによる合併比率の算定結果を参考に、三菱ウェルファーマ株式会社は、野村證券に

よる合併比率の算定結果を参考に、またそれぞれ両社の財務状況や財務予測、両社の株価動向等の要因を勘

案し、両社で協議を重ねた結果、最終的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 

(3) 交付予定の株式数 

316,320,069株 

 このうち22,500,000株については、当社の保有する自己株式を充当し、293,820,069株を新規に発行いた

します。 

  

３ 実施する会計処理の概要 

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日） 三 企業結合に係る会計基準 ２．

取得の会計処理 (6)個別財務諸表上の会計処理 ③合併の規定により逆取得に該当するため、連結財務諸

表上は消滅会社である三菱ウェルファーマ株式会社を取得企業としてパーチェス法を適用いたします。 

  

なお、合併会社は株式会社三菱ケミカルホールディングスの連結子会社となる予定であります。  

  



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

(2）【その他】 

 米国におけるビタミンバルク販売に関し反トラスト法・競争法違反を理由として提訴されている民事訴訟につ

きましては、一部の原告と引き続き係争中であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 541 11 5.83 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 30 30 0.7 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除

く。） 
121 90 0.7 平成20.4～平成22.11 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 693 132 － － 

  
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 30 30 30 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  28,526 33,394 

２ 受取手形 ※６ 1,256 1,395 

３ 売掛金 ※２ 52,226 57,644 

４ 有価証券  11,139 19,372 

５ 商品  8,513 8,866 

６ 製品  2,032 1,814 

７ 半製品  1,434 1,560 

８ 原材料  2,200 2,054 

９ 仕掛品  136 87 

10 繰延税金資産  3,187 3,515 

11 未収金 ※２ 1,107 849 

12 その他  847 1,163 

貸倒引当金  △5 － 

流動資産合計  112,603 41.2 131,718 45.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※１   

(1）建物  14,879 14,816 

(2）構築物  740 708 

(3）機械及び装置  2,868 2,209 

(4）車両及びその他の陸
上運搬具 

 17 13 

(5）工具、器具及び備品  2,407 2,230 

(6）土地  11,293 11,292 

(7）建設仮勘定  1,200 1 

有形固定資産合計  33,407 12.3 31,273 10.7

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

２ 無形固定資産    

(1）特許権  1 1 

(2）借地権  13 － 

(3）商標権  460 94 

(4）ソフトウェア  2,464 1,820 

(5）その他  85 84 

無形固定資産合計  3,025 1.1 2,000 0.7

３ 投資その他の資産    

(1）投資有価証券  74,323 76,060 

(2）関係会社株式  24,657 24,627 

(3）出資金  16 16 

(4）関係会社出資金  838 838 

(5）従業員長期貸付金  17 18 

(6）破産債権、更生債権
その他これらに準ず
る債権 

 50 49 

(7）長期前払費用  497 401 

(8）積立保険料  801 730 

 (9）前払年金費用  18,756 19,456 

(10）長期性預金  3,000 3,000 

(11）その他  1,073 1,156 

貸倒引当金  △50 △49 

投資その他の資産合計  123,982 45.4 126,304 43.4

固定資産合計  160,415 58.8 159,577 54.8

資産合計  273,018 100.0 291,295 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１ 買掛金 ※２ 15,415 14,789 

２ 未払金 ※２ 7,864 7,627 

３ 未払費用  0 0 

４ 未払法人税等  5,306 9,183 

５ 未払消費税等  － 506 

６ 預り金 ※２ 518 3,874 

７ 賞与引当金  3,640 3,680 

８ 役員賞与引当金  － 35 

９ 返品調整引当金  305 208 

10 売上割戻引当金  374 303 

11 その他  51 68 

流動負債合計  33,477 12.3 40,277 13.8

Ⅱ 固定負債    

１ 繰延税金負債  10,088 8,158 

２ 退職給付引当金  10,870 10,859 

３ 役員退職慰労引当金  264 323 

４ スモン訴訟健康管理手
当等引当金 

 5,579 4,891 

固定負債合計  26,803 9.8 24,232 8.3

負債合計  60,280 22.1 64,509 22.1

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※３ 44,261 16.2 － －

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  48,036 －   

２ その他資本剰余金    

(1）自己株式処分差益  98 －   

資本剰余金合計  48,134 17.6 － －

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  5,134 －   

２ 任意積立金    

(1）固定資産圧縮積立金  2,579 －   

(2）特別償却準備金  531 －   

(3）別途積立金  93,000 －   

３ 当期未処分利益  22,376 －   

利益剰余金合計  123,622 45.3 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 18,893 6.9 － －

Ⅴ 自己株式 ※４ △22,174 △8.1 － －

資本合計  212,738 77.9 － －

負債・資本合計  273,018 100.0 － － 

     
 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）    

Ⅰ 株主資本    

１ 資本金  － － 44,261 15.2

２ 資本剰余金    

(1）資本準備金  － 48,036   

(2）その他資本剰余金  － 101   

資本剰余金合計  － － 48,137 16.5

３ 利益剰余金    

(1）利益準備金  － 5,134   

(2）その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金  － 1,864   

特別償却準備金  － 361   

別途積立金  － 103,000   

繰越利益剰余金  － 27,244   

利益剰余金合計  － － 137,605 47.2

４ 自己株式  － － △22,251 △7.6

株主資本合計  － － 207,753 71.3

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差
額金 

 － － 18,781 6.5

２ 繰延ヘッジ損益  － － 250 0.1

評価・換算差額等合計  － － 19,031 6.6

純資産合計  － － 226,785 77.9

負債純資産合計  － － 291,295 100.0

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高    

１ 製品売上高  60,825 20,088   

２ 商品売上高  102,778 163,604 100.0 149,841 169,930 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１ 製品商品期首たな卸高  10,465 10,546   

２ 当期商品仕入高  47,936 60,477   

３ 当期製品製造原価 ※２ 11,165 6,482   

合計  69,568 77,506   

４ 製品商品期末たな卸高 ※１ 10,546 59,021 36.1 10,681 66,825 39.3

５ 返品調整引当金戻入額  9 97 

売上総利益  104,592 63.9 103,201 60.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 広告宣伝費  1,846 1,728   

２ 販売諸費  6,045 5,628   

３ 給料賃金  9,854 9,992   

４ 賞与引当金繰入額  2,189 2,478   

５ 役員賞与引当金繰入額  － 35   

６ 賞与手当等  3,620 3,531   

７ 福利厚生費  2,589 2,630   

８ 退職給付引当金繰入額  1,899 1,084   

９ 役員退職慰労引当金繰
入額 

 54 58   

10 旅費交通費  1,972 2,130   

11 減価償却費  2,291 2,014   

12 賃借料  3,521 3,403   

13 研究開発費 ※２ 30,633 28,632   

14 その他  12,156 78,674 48.1 11,300 74,651 43.9

営業利益  25,917 15.8 28,550 16.8

Ⅳ 営業外収益 ※３   

１ 受取利息  42 81   

２ 有価証券利息  307 446   

３ 受取配当金  543 792   

４ 賃貸料  242 287   

５ 為替差益  92 746   

６ その他  414 1,643 1.0 272 2,626 1.5

     
 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  2 6   

２ 寄付金  137 166   

３ たな卸資産廃棄損  503 119   

４ 固定資産除却損  402 162   

５ その他  198 1,244 0.7 124 579 0.3

経常利益  26,315 16.1 30,597 18.0

Ⅵ 特別利益    

１ 投資有価証券売却益  80 354   

２ 貸倒引当金戻入額   － 8   

３ 固定資産売却益  ※４  31 2   

４ その他  － 111 0.1 5 371 0.2

Ⅶ 特別損失    

１ 合併関連費用 ※５ － 687   

２ 投資有価証券評価損  64 17   

３ 投資有価証券売却損   － 14   

４ 固定資産処分損  ※６  1,257 －   

５ ビタミン訴訟関連損失  564 －   

６ 減損損失 ※７ 76 －   

７ 関係会社株式売却損  48 －   

８ その他  53 2,065 1.3 － 719 0.4

税引前当期純利益  24,362 14.9 30,250 17.8

法人税、住民税及び事
業税 

 8,337 13,204   

法人税等調整額  1,103 9,440 5.8 △2,353 10,850 6.4

当期純利益  14,922 9.1 19,399 11.4

前期繰越利益  9,933 － 

中間配当額  2,479 － 

当期未処分利益  22,376 － 

     



製造原価明細書 

製造原価明細書脚注 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  6,938 55.7 3,865 58.8

Ⅱ 労務費 ※１ 2,814 22.6 1,364 20.7

Ⅲ 経費 ※２ 2,712 21.7 1,346 20.5

当期総製造費用  12,465 100.0 6,575 100.0 

期首半製品・仕掛品た
な卸高 

 4,071 1,570 

合計  16,537 8,146 

期末半製品・仕掛品た
な卸高 

 1,570 1,647 

他勘定振替高 ※３ △3,800 △16 

当期製品製造原価  11,165 6,482 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 労務費には次のものが含まれております。 ※１ 労務費には次のものが含まれております。 

賞与引当金繰入額 473百万円

退職給付引当金繰入額 251百万円

賞与引当金繰入額 150百万円

退職給付引当金繰入額 76百万円

※２ 経費のうち主たるものは次のとおりであります。 ※２ 経費のうち主たるものは次のとおりであります。 

減価償却費 1,391百万円

委託作業費 429百万円

減価償却費 595百万円

委託加工費 543百万円

※３ 他勘定振替高は主として、平成17年10月１日に会

社分割により設立した「山口田辺製薬株式会社」

に分割した半製品・仕掛品3,100百万円及び営業外

費用への振替等であります。 

※３ 他勘定振替高は主として、販売費及び一般管理

費、営業外費用への振替であります。 

 ４ 当社の採用しております原価計算方法は標準原価

計算による組別工程別総合原価計算であります。 

 ４ 当社の採用しております原価計算方法は標準原価

計算による組別工程別総合原価計算であります。 



③【利益処分計算書及び株主資本等変動計算書】 

利益処分計算書 

（注）１ 平成17年12月1日に、2,479百万円（１株につき10円）の中間配当を実施いたしました。  

 ２ 特別償却準備金および固定資産圧縮積立金の取崩額は、租税特別措置法および分社型分割に伴う分割承継に基

づくものであります。特別償却準備金の積立額は租税特別措置法に基づくものであります。 

株主総会承認年月日  
前事業年度 

（平成18年６月27日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  22,376 

Ⅱ 任意積立金取崩額  

１ 特別償却準備金取崩額  159 

２ 固定資産圧縮積立金取
崩額 

 556 716 

合計  23,093 

Ⅲ 利益処分額  

１ 利益配当金  2,449 

２ 取締役賞与  27 

３ 任意積立金  

(1）特別償却準備金  199 

(2）別途積立金  10,000 12,677 

Ⅳ 次期繰越利益  10,415 

   



株主資本等変動計算書 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）１ その他利益剰余金の内訳 

 （注）２ 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 資本準備金 

その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金
その他 
利益剰余金
（注）１ 

利益剰余金
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

44,261 48,036 98 48,134 5,134 118,488 123,622 △22,174 193,844

事業年度中の変動額           
剰余金の配当 
（注）２ 

      △2,449 △2,449   △2,449

剰余金の配当       △2,939 △2,939   △2,939
取締役賞与 
（注）２ 

      △27 △27   △27

当期純利益       19,399 19,399   19,399
自己株式の取得         △83 △83
自己株式の処分     2 2   6 9
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

          

事業年度中の変動額合
計（百万円） 

－ － 2 2 － 13,982 13,982 △76 13,908

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

44,261 48,036 101 48,137 5,134 132,470 137,605 △22,251 207,753

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他有価
証券評価差
額金 

繰延ヘッジ
損益 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

18,893 － 18,893 212,738

事業年度中の変動額      
剰余金の配当 
（注）２ 

      △2,449

剰余金の配当       △2,939
取締役賞与 
（注）２ 

      △27

当期純利益       19,399
自己株式の取得       △83
自己株式の処分       9
株主資本以外の項
目の事業年度中の
変動額（純額） 

△111 250 138 138

事業年度中の変動額合
計（百万円） 

△111 250 138 14,047

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

18,781 250 19,031 226,785

 
固定資産圧
縮積立金 

特別償却準
備金 

別途積立金
繰越利益剰
余金 

合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

2,579 531 93,000 22,376 118,488

事業年度中の変動額      
剰余金の配当 
（注）２ 

      △2,449 △2,449

剰余金の配当       △2,939 △2,939
取締役賞与 
（注）２ 

      △27 △27

当期純利益       19,399 19,399
固定資産圧縮積立
金の取崩（注）２ 

△556     556 －

固定資産圧縮積立
金の取崩 

△158     158 －

特別償却準備金の
積立（注）２ 

  199   △199 －

特別償却準備金の
取崩（注）２ 

  △159   159 －

特別償却準備金の
取崩 

  △210   210 －

別途積立金の積立 
（注）２ 

    10,000 △10,000 －

事業年度中の変動額合
計（百万円） 

△715 △169 10,000 4,867 13,982

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

1,864 361 103,000 27,244 132,470



重要な会計方針 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

償却原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

同左 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定しております。） 

(3）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定しております。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

投資事業有限責任組合への出資 

原価法によっております。ただし、組合の営

業により獲得した損益の持分相当額を各事業

年度の損益として計上することとし、また、

組合がその他有価証券を保有している場合で

当該有価証券に評価差額がある場合には、評

価差額に対する持分相当額をその他有価証券

評価差額金に計上することとしております。 

投資事業有限責任組合への出資 

同左 

２ デリバティブ   時価法 ２ デリバティブ    同左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品       総平均法による低価法 

製品       移動平均法による低価法 

原材料・その他  移動平均法による原価法 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品       総平均法による低価法 

製品       総平均法による低価法 

原材料・その他  総平均法による原価法 

４ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産   定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）については、定額法を採

用しております。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

同左 

無形固定資産   定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては社内

における利用可能期間（主として５年）に基づく

定額法を採用しております。 

無形固定資産 

同左 

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えて、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上することとしておりま

す。 

５ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、翌事業年度支

払賞与見込額のうち当事業年度負担額を計上して

おります。 

(2）賞与引当金 

同左 

 



前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）       ────── 

  

(3）役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充てるため、翌事業年度支払

賞与見込額のうち当事業年度負担額を計上してお

ります。 

(4）返品調整引当金 

当事業年度売上高に対して翌事業年度以降予想さ

れる返品に備えて、法人税法の規定に基づく限度

相当額を計上しております。 

(4) 返品調整引当金 

同左 

(5）売上割戻引当金 

販売した商品・製品に対する将来の売上割戻しに

備えて、当事業年度末売掛金に当事業年度割戻率

を乗じた金額を計上しております。 

(5）売上割戻引当金 

同左 

(6）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（13年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することとしております。 

(6）退職給付引当金 

同左 

(7）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に充てるため、内規に基づ

く当事業年度末退職慰労金要支給額を計上してお

ります。 

(7）役員退職慰労引当金 

同左 

(8）スモン訴訟健康管理手当等引当金 

スモン訴訟における和解成立原告に対する健康管

理手当及び介護費用の生涯支払見込額を計上して

おります。 

(8）スモン訴訟健康管理手当等引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

６ リース取引の処理方法 

同左 

７ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替

予約等が付されている外貨建債権債務等について

は、振当処理を行っております。 

７ ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引及び通貨オプシ

ョン取引 

ヘッジ対象 実需に基づく外貨建予定取引

及び外貨建債権債務 

ヘッジ手段 同左 

ヘッジ対象 同左 

(3）ヘッジ方針 

将来の為替変動リスクを回避しキャッシュ・フロ

ーを固定化することを目的に、事前に社内におい

て承認を受けた上で、社内管理規程に基づきヘッ

ジ取引を行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



会計方針の変更 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象について、既に経過した

期間におけるキャッシュ・フロー累計額を比較し

て有効性の判定を行っております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

８ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

８ 消費税等の会計処理 

同左 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しておりま

す。 

 この結果、税引前当期純利益が76百万円減少しており

ます。 

                    ────── 

                    ────── （たな卸資産の評価方法の変更） 

 当事業年度より、製品及び原材料他の評価方法を移動

平均法から総平均法に変更いたしました。 

 この変更は、月次生産量の変動が増大する傾向にある

ことに鑑み、原価管理上、当該変動を平均的に把握し会

社の状況をより適切に反映させるために行ったものであ

ります。 

 この変更による影響は軽微であります。 

                    ────── 

  

  

（役員賞与に関する会計基準） 

 当事業年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しており

ます。 

 この変更による影響は軽微であります。 

                    ────── 

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は、226,535

百万円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 57,974百万円 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 58,669百万円

※２ 関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。 

※２ 関係会社に対する主な資産・負債は次のとおりで

あります。 

売掛金 2,802百万円

未収金 738百万円

買掛金 4,106百万円

未払金 1,877百万円

売掛金 2,471百万円

未収金 574百万円

買掛金 3,214百万円

未払金 1,214百万円

預り金 3,334百万円

※３ 授権株数     普通株式 600,000,000株 ※３        ──────  

ただし、定款の定めにより、株式の消却が行われ

た場合には、これに相当する株式数を減ずること

になっております。 

  

発行済株式数   普通株式 267,597,847株    

※４ 自己株式数 ※４        ────── 

当社が保有する自己株式の数  

普通株式 22,603,030株

   

   

 ５ 偶発債務については次のとおりであります。  ５ 偶発債務については次のとおりであります。 

保証債務  

金融機関借入の保証  

タナベ インドネシア社 267百万円

計 267百万円

保証債務  

金融機関借入の保証  

タナベ インドネシア社 120百万円

計 120百万円

※６        ────── 

  

※６ 当事業年度末は金融機関の休業日でありました

が、同日が満期日の手形の処理につきましては、

満期日に決済が行われたものとして処理しており

ます。当事業年度末残高から除かれている当事業

年度末日の満期手形は、次のとおりであります。 

  受取手形            400百万円 

 ７ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は18,893百

万円であります。 

 ７        ────── 

  

 ８ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関４社と特定融資枠契約を締結しており

ます。 

 ８ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、取

引金融機関４社と特定融資枠契約を締結しており

ます。 

特定融資枠契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 －百万円

特定融資枠契約の総額 20,000百万円

借入実行残高 －百万円



（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 製品商品の期末たな卸高は低価法による評価減後

の金額により計上しております。 

なお、評価減額は155百万円であります。 

※１ 製品商品の期末たな卸高は低価法による評価減後

の金額により計上しております。 

なお、評価減額は551百万円であります。 

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               30,633百万円 

一般管理費に含まれる研究開発費の主な内容は次

のとおりであります。 

※２ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費               28,632百万円 

一般管理費に含まれる研究開発費の主な内容は次

のとおりであります。 

給料賃金 4,674百万円

賞与引当金繰入額 977百万円

退職給付引当金繰入額 873百万円

減価償却費 2,256百万円

研究材料費 2,150百万円

給料賃金 4,624百万円

賞与引当金繰入額 1,050百万円

退職給付引当金繰入額 479百万円

減価償却費 2,047百万円

研究材料費 2,270百万円

※３ 関係会社に係る営業外収益は受取配当金223百万

円、その他217百万円であります。 

※３ 関係会社に係る営業外収益は受取配当金212百万

円、その他264百万円であります。 

※４ 固定資産売却益は土地建物の売却益31百万円であ

ります。 

※４ 固定資産売却益は土地建物の売却益２百万円であ

ります。 

※５        ────── ※５ 合併関連費用は、三菱ウェルファーマ株式会社と

の合併準備に伴い発生したコンサルティング費用

等であります。 

※６ 固定資産処分損は、土地建物の売却損469百万円及

びその他の除売却損であります。 

※６        ────── 

※７ 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産について

減損損失を計上いたしました。 

※７        ────── 

  

用途 種類 場所 金額 

遊休 土地 
兵庫県西宮市 
他 

76百万円

合計 76百万円

 

当社は原則として事業用資産、賃貸資産、遊休資

産の区分にて資産のグループ化を行い、時価が著

しく下落している遊休資産の帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特

別損失に計上いたしました。事業用資産につきま

しては資産グループを、賃貸資産及び遊休資産に

つきましては個別資産をグルーピングの最小単位

としております。 

なお、上記減損損失の測定に使用した回収可能価

額は固定資産税評価額に基づく正味売却価額であ

ります。 

  

  



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加56千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

    ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少６千株は、単元未満株式の売却による減少であります。 

  
前事業年度末株式
数（千株） 

当事業年度増加株
式数（千株） 

当事業年度減少株
式数（千株） 

当事業年度末株式
数（千株） 

自己株式         

（普通株式） 22,603 56 6 22,652 

合計 22,603 56 6 22,652 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  工具、器具及び備品 

取得価額相当額 1,497百万円 

減価償却累計額相当
額 

790百万円 

期末残高相当額 707百万円 

工具、器具及び備品 

取得価額相当額 1,333百万円 

減価償却累計額相当
額 

711百万円 

期末残高相当額 622百万円 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 300百万円

１年超 407百万円

合計 707百万円

１年内 255百万円

１年超 367百万円

合計 622百万円

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 407百万円

減価償却費相当額 407百万円

支払リース料 336百万円

減価償却費相当額 336百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

       前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。



（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

(1）流動の部 

繰延税金資産   

賞与引当金 1,645百万円

たな卸資産評価損 726百万円

未払事業税 499百万円

その他 316百万円

繰延税金資産合計 3,187百万円

   

   

   

   

繰延税金資産   

賞与引当金 1,665百万円

たな卸資産評価損 874百万円

未払事業税 837百万円

その他 265百万円

繰延税金資産合計 3,643百万円

繰延税金負債  

 繰延ヘッジ損益 △127百万円

繰延負債合計 △127百万円

繰延税金資産の純額 3,515百万円

(2）固定の部 (2）固定の部 

繰延税金資産   

退職給付引当金 561百万円

前払研究費 1,612百万円

長期前払費用償却超過額 995百万円

スモン訴訟健康管理手当等引

当金 

 1,028百万円

株式評価損 54百万円

その他 496百万円

繰延税金資産合計 4,747百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △12,913百万円

固定資産圧縮積立金 △1,382百万円

特別償却準備金 △391百万円

その他 △149百万円

繰延税金負債合計 △14,836百万円

繰延税金負債の純額 △10,088百万円

繰延税金資産   

退職給付引当金 2,569百万円

前払研究費 1,297百万円

長期前払費用償却超過額 1,162百万円

スモン訴訟健康管理手当等引

当金 

805百万円

株式評価損 53百万円

その他 504百万円

繰延税金資産合計 6,393百万円

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △12,837百万円

固定資産圧縮積立金 △1,274百万円

特別償却準備金 △247百万円

その他 △192百万円

繰延税金負債合計 △14,551百万円

繰延税金負債の純額 △8,158百万円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

当事業年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の

法人税等の負担率の差異が、法定実効税率の100分の

５以下であるので、注記を省略しております。 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.60 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.89 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 
△0.62 

住民税均等割 0.29 

試験研究費の特別控除 △6.95 

IT投資特別控除 △0.16 

その他 △0.19 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 35.86 



（１株当たり情報） 

 （注）１ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお 

りであります。 

 （注）２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 868円23銭

１株当たり当期純利益金額 60円30銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
60円30銭

１株当たり純資産額 925円86銭

１株当たり当期純利益金額 79円19銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益 14,922百万円 

普通株主に帰属しない金額 27百万円 

（うち利益処分による取締役賞与） （27百万円）

普通株式に係る当期純利益 14,894百万円 

普通株式の期中平均株式数 247,013千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
 

当期純利益調整額 －百万円 

普通株式増加数 15千株 

（うちストックオプション） （15千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益 19,399百万円 

普通株主に帰属しない金額 －百万円 

（うち利益処分による取締役賞与） （－百万円）

普通株式に係る当期純利益 19,399百万円 

普通株式の期中平均株式数 244,968千株 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 
 

当期純利益調整額 －百万円 

普通株式増加数 －千株 

（うちストックオプション） （－千株）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

－ 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

純資産の部の合計額 －百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 －百万円 

普通株式に係る期末の純資産額 －百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数 
－千株 

純資産の部の合計額 226,785百万円 

純資産の部の合計額から控除する金額 －百万円 

普通株式に係る期末の純資産額 226,785百万円 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た期末の普通株式の数 
244,945千株 



（重要な後発事象） 

  

 前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 当社は、平成19年４月27日開催の取締役会における決議を経て、同日、三菱ウェルファーマ株式会社との間で合

併契約書を締結いたしました。当該合併契約書につきましては、三菱ウェルファーマ株式会社では、平成19年６月

22日開催の第６回定時株主総会において、当社では、平成19年６月26日開催の第103回定時株主総会において承認を

得ております。 

  （持分プーリング法適用） 

  １ 結合当事企業の名称およびその事業の内容、企業結合の目的、企業結合日、企業結合の法的形式ならびに結合後

企業の名称 

  (1) 結合当事企業の名称およびその事業の内容 

       結合企業の名称 三菱ウェルファーマ株式会社 

事業の内容   医療用医薬品を主体とする各種医薬品の製造、仕入れおよび販売 

   (2) 企業結合の目的 

 医薬品産業は、高齢化社会の到来による医療ニーズの増大と生命科学に関する技術革新の進展により、今

後の日本経済の成長を支える最重要産業であると位置づけられております。一方、医療財政の逼迫による医

療費抑制策の浸透により、グローバルな競争に劣後する製薬企業は淘汰されていく恐れがあるものと見られ

ております。 

  こうした錯綜する環境見通しのなか、当社は、自社オリジナル品の研究開発の促進および医療ニーズに対

応した事業機会・成長機会への挑戦を、三菱ウェルファーマ株式会社は、海外事業展開の強化および三菱化

学グループと連携をはかり、診断・検査技術との融合による個別化医療に貢献する特色ある企業集団の構築

を、それぞれ基本戦略として掲げ推進しております。 

  当社と三菱ウェルファーマ株式会社は、創薬力の更なる強化と海外事業展開の加速化をはかるとともに、

今後の医療の変化に積極的に対応して事業機会を追求するという共通の目標を有しております。 

 その実現のためには、事業規模の拡大と経営基盤の強化により、国内トップクラスの製薬企業へのステッ

プアップが不可欠であるとの認識で一致し、今般、両社は、グローバル新薬の創製と新たな事業機会への挑

戦に向けて、合併契約書を締結いたしました。 

   (3) 企業結合日 

 平成19年10月１日 

   (4) 企業結合の法的形式 

 当社を存続会社とし、三菱ウェルファーマ株式会社を消滅会社として、吸収合併により合併いたします。 

   (5) 結合後企業の名称 

 田辺三菱製薬株式会社 

（英文名 Mitsubishi Tanabe Pharma Corporation） 



  

  ２ 合併比率およびその算定方法、交付予定の株式数、企業結合後の議決権比率ならびに当該企業結合を持分の結合

と判定した理由 

   (1) 合併比率 

 当社 1：三菱ウェルファーマ株式会社 0.69 

   (2) 合併比率の算定方法 

 当社および三菱ウェルファーマ株式会社は、本合併に用いられる合併比率の算定にあたって公平性を期すた

め、当社はメリルリンチ日本証券株式会社（以下、「メリルリンチ」）を、三菱ウェルファーマ株式会社は野

村證券株式会社（以下、「野村證券」）をファイナンシャル・アドバイザーとして任命しそれぞれ合併比率の

算定を依頼いたしました。 

 メリルリンチは、本合併の諸条件等を分析した上で、ＤＣＦ(ディスカウンテッド・キャッシュフロー)法、

類似企業比較分析、類似取引比較分析、市場株価平均法分析、利益貢献度分析、過去の統合事例分析、希薄化

増大化分析などを総合的に勘案して意見表明を行っております。野村證券は、当社については市場株価分析、

類似会社比較分析、ＤＣＦ分析等を、三菱ウェルファーマ株式会社については類似会社比較分析、ＤＣＦ分析

等を、行っております。 

 当社は、メリルリンチによる合併比率の算定結果を参考に、三菱ウェルファーマ株式会社は、野村證券によ

る合併比率の算定結果を参考に、またそれぞれ両社の財務状況や財務予測、両社の株価動向等の要因を勘案

し、両社で協議を重ねた結果、最終的に上記合併比率が妥当であるとの判断に至り合意いたしました。 

   (3) 交付予定の株式数 

 普通株式 316,320,069株 

  このうち22,500,000株については、当社の保有する自己株式を充当し、293,820,069株を新規に発行いたし

ます。 

   (4) 企業結合後の議決権比率 

 43.6％ 

   (5) 当該企業結合を持分の結合と判定した理由 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日） 三 企業結合に係る会計基準 ２．

取得の会計処理 (6)個別財務諸表上の会計処理 ③合併の規定により逆取得に該当するため、個別財務諸表

上は持分プーリング法に準じた処理方法を適用いたします。 

  

  なお、合併会社は株式会社三菱ケミカルホールディングスの連結子会社となる予定であります。 

  



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

投資有価証

券 

その他

有価証

券 

東邦薬品㈱ 3,070,286 6,539 

㈱Ｔ＆Ｄホールディングス 676,840 5,502 

㈱スズケン 1,190,953 4,978 

アステラス製薬㈱ 833,111 4,232 

㈱みずほフィナンシャルグループ 4,776 3,624 

UFJ CAPITAL FINANCE ４ 

LIMITED 
300 3,000 

㈱メディセオ・パルタックホールディ

ングス 
921,226 2,068 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グルー

プ 
1,466 1,950 

塩野義製薬㈱ 864,212 1,832 

長瀬産業㈱ 1,110,684 1,649 

ダイセル化学工業㈱ 2,030,495 1,634 

小野薬品工業㈱ 244,000 1,610 

ニプロ㈱ 583,000 1,340 

㈱山口フィナンシャルグループ 613,333 973 

大日本住友製薬㈱ 711,759 896 

ロート製薬㈱ 650,000 876 

㈱ほくやく・竹山ホールディングス 844,239 759 

アルフレッサ・ホールディングス㈱ 71,060 532 

日本新薬㈱ 519,000 515 

第十三回第十三種優先株式（みずほ） 500 500 

㈱ミレア・ホールディングス 108,675 473 

㈱ケーエスケー 2,609,680 465 

小計 17,659,595 45,958 

その他（65銘柄） 14,503,098 2,918 

計 32,162,693 48,876 



【債券】 

銘柄 券面総額（百万円） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 
その他有

価証券 

投資信託 

（ドイチェマネープラス） 

  

1,004 

  

1,004 

コマーシャルペーパー 

（新光証券） 
5,300 5,290 

コマーシャルペーパー 

 (三菱東京ＵＦＪ銀行) 
700 698 

コマーシャルペーパー 

 (東海東京証券) 
600 599 

第22回利付国債(５年) 1,500 1,498 

第25回割引短期国債(５年) 1,500 1,495 

貸付債権受益権 84 84 

小計 10,688 10,672 

投資有価証

券 

満期保有

目的の債

券 

大和ＳＭＢＣユーロ円債 1,000 1,000 

国際復興開発銀行ユーロ円債 1,000 1,000 

ロイヤルバンク・オブ・スコットラン

ドユーロ円債 
1,000 1,000 

ロイヤルバンク・オブ・スコットラン

ドＣＭＳユーロ円債 
1,000 1,000 

カナダ事業開発銀行ユーロ円債 1,000 1,000 

コモンウェルス・バンク・オブ・オー

ストリアユーロ円債 
1,000 1,000 

みずほ証券劣後債 1,000 1,000 

メリルリンチユーロ円債 1,000 1,000 

東京海上フィナンシャルソリューショ

ンズユーロ円債 
1,000 1,000 

カリヨン・ファイナンスユーロ円債 1,000 1,000 

カリヨン・ファイナンス・ガーンジー

ユーロ円債 
1,000 1,000 

みずほ証券日経平均連動債 1,000 1,000 

大和ＳＭＢＣ日経平均連動債 1,000 1,000 

東京海上フィナンシャルソリューショ

ンズ日経平均連動債 
1,000 1,000 

小計 14,000 14,000 

その他 

有価証券 

第219回利付国債(10年) 1,500 1,538 

第60回利付国債(５年) 1,500 1,504 

第230回利付国債(10年) 1,500 1,502 

第63回利付国債(５年) 1,500 1,501 

第32回利付国債(５年) 1,500 1,499 

第35回利付国債(５年) 1,500 1,494 

第40回利付国債(５年) 1,500 1,490 

第49回利付国債(５年) 1,500 1,480 

小計 12,000 12,010 

計 36,688 36,682 



【その他】 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（百万円） 

有価証券 

その他 

有価証

券 

譲渡性預金 － 8,700 

小計 － 8,700 

投資有価証

券 

その他 

有価証

券 

（投資事業有限責任組合への出資） 

CSK－VCバイオインキュベーション投資

事業組合 

10 766 

その他（２銘柄） 5 406 

小計 15 1,172 

計 15 9,872 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１ 有形固定資産の当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

   建物：加島事業所 研究５号館建設 778百万円 

    工具、器具及び備品：加島事業所 研究５号館建設 223百万円 

２ 有形固定資産の当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

    機械及び装置：加島事業所 アスベリン原末製造設備除却 375百万円 

               胃腸薬関係製造設備売却 344百万円 

        工具、器具及び備品：加島事業所 研究５号館移管に伴う不要資産の除却 68百万 

                  加島事業所 研究３号館改修に伴う除却 41百万円 

                  戸田事業所 研究１号館 NMR装置導入に伴う旧装置の除却 50百万円 

        ３ 無形固定資産の金額は資産の総額の１％以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少

額」の記載を省略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残高
（百万円） 

有形固定資産               

建物 40,535 1,240 462 41,312 26,495 1,248 14,816 

構築物 2,510 53 7 2,556 1,847 83 708 

機械及び装置 19,646 180 1,339 18,488 16,279 749 2,209 

車両及びその他の陸上運

搬具 
161 2 32 131 118 4 13 

工具、器具及び備品 16,034 871 747 16,159 13,928 1,005 2,230 

土地 11,293 － 0 11,292 － － 11,292 

建設仮勘定 1,200 2,432 3,631 1 － － 1 

有形固定資産計 91,382 4,780 6,220 89,942 58,669 3,091 31,273 

無形固定資産               

特許権 － － － 2 1 0 1 

商標権 － － － 3,664 3,570 366 94 

ソフトウェア － － － 6,793 4,972 1,534 1,820 

その他 － － － 99 15 0 84 

無形固定資産計 － － － 10,559 8,559 1,901 2,000 

長期前払費用 911 11 288 634 233 103 401 



【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）５百万円は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金（注） 55 9 9 5 49 

賞与引当金 3,640 3,680 3,640 － 3,680 

役員賞与引当金 － 35 － － 35 

返品調整引当金 305 208 305 － 208 

売上割戻引当金 374 303 374 － 303 

役員退職慰労引当金 264 58 － － 323 

スモン訴訟健康管理手当等

引当金 
5,579 9 697 － 4,891 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

(イ）現金及び預金 

(ロ）受取手形 

（相手先別内訳） 

（期日別内訳） 

(ハ）売掛金 

種類 金額（百万円） 

現金 22 

当座預金 1,158 

普通預金 30,160 

外貨預金 2,053 

預金計 33,372 

合計 33,394 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

中北薬品㈱ 313 その他 416 

東七㈱ 269     

鍋林㈱ 175     

㈱宮崎温仙堂商店 133     

㈱オムエル 86 合計 1,395 

満期日 金額（百万円） 

平成19年４月 553 

平成19年５月 371 

平成19年６月 338 

平成19年７月 95 

平成19年８月以降 36 

合計 1,395 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

東邦薬品㈱ 13,170 その他 16,977 

㈱スズケン 11,594     

㈱メディセオ・パルタック

ホールディングス 
6,877     

アルフレッサ㈱ 4,810     

㈱ケーエスケー 4,214 合計 57,644 



（売掛金の滞留状況） 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記の金額には消費税等が含まれております。 

(ニ）たな卸資産 

② 固定資産 

(イ）関係会社株式 

(ロ）前払年金費用 

③ 流動負債 

(イ）買掛金 

期首売掛金残高（百万円） 52,226 
回収率（％）： 

当期回収高 

期首売掛金残高＋当期売上高 
75.0 

当期売上高（百万円） 177,891 

当期回収高（百万円） 172,474 
滞留期間（日）： 

（期首売掛金残高＋期末売掛金残高）／２
×365 

当期売上高 
113 

期末売掛金残高（百万円） 57,644 

科目 金額（百万円） 内訳 

商品 8,866 医薬品 7,351   その他 1,515 

製品 1,814 医薬品 1,769   その他 44 

半製品 1,560 医薬品 1,560   その他 0 

原材料 2,054 原料 1,991   包装材料 63 

仕掛品 87 医薬品 87    その他 0 

合計 14,383           

銘柄 金額（百万円） 

山口田辺製薬株式会社 18,531 

タナベ ホールディング アメリカ社 3,361 

タナベ インドネシア社 605 

田辺製薬吉城工場株式会社 480 

その他 1,649 

合計 24,627 

区分 金額（百万円） 

退職給付債務 △87,620 

年金資産 93,520 

未認識数理計算上の差異 2,697 

退職給付引当金 10,859 

合計 19,456 

相手先 金額（百万円） 相手先 金額（百万円） 

(財)阪大微生物病研究会 2,925 その他 6,636 

山口田辺製薬㈱ 2,052     

テルモ㈱ 1,857     

宇部興産㈱ 857     

サンケミカル㈱ 460 合計 14,789 



(3）【その他】 

 米国におけるビタミンバルク販売に関し反トラスト法・競争法違反を理由として提訴されている民事訴訟につ

きましては、一部の原告と引き続き係争中であります。 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、５株券、10株券、50株券、100株券、500株券、1,000株券、

10,000株券、100株未満株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び全国支店 

野村證券株式会社 本店及び全国支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 １枚につき100円に印紙税相当額を加算した額 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
大阪市北区堂島浜一丁目１番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店及び全国支店 

野村證券株式会社 本店及び全国支店 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 電子公告 

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1） 
有価証券報告書 

及びその添付書類 

事業年度 

（第103期） 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
  平成18年６月27日関東財務局長に提出 

(2） 半期報告書 （第103期中） 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

  平成18年12月15日関東財務局長に提出 

(3） 自己株券買付状況 

報告書 
（第103期） 

自 平成18年３月１日 
至 平成18年３月31日 

  平成18年４月18日 

(4） 自己株券買付状況 
報告書 

（第103期）  
自 平成18年４月１日 

至 平成18年４月30日 
  平成18年５月９日 

(5） 自己株券買付状況 

報告書 
（第103期）   

自 平成18年５月１日 

至 平成18年５月31日 
  平成18年６月７日 

(6） 自己株券買付状況 

報告書 
（第103期）   

自 平成18年６月１日  

至 平成18年６月27日  
  平成18年７月６日関東財務局長に提出 

(7) 臨時報告書 （第103期）      平成19年２月５日関東財務局長に提出 

 (証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号の３の規定に基づ

く臨時報告書） 

(8)  臨時報告書の 

訂正報告書 
（第104期）      平成19年５月１日関東財務局長に提出 

  (証券取引法第24条の５第５項の規定に基づく臨時報告書の訂正報告書） 

(9)  臨時報告書の 

訂正報告書 
（第104期）     平成19年５月17日関東財務局長に提出 

  (証券取引法第24条の５第５項の規定に基づく臨時報告書の訂正報告書） 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年６月27日

田辺製薬株式会社  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 牧 美喜男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西尾 方宏  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 新井 一雄  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、田

辺製薬株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月26日

田辺製薬株式会社  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 牧 美喜男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西尾 方宏  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 新井 一雄  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺

製薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、田

辺製薬株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月27日に三菱ウェルファーマ株式会社と合併契約書を締

結し、平成19年６月26日開催の第103回定時株主総会において承認を得ている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成18年６月27日

田辺製薬株式会社  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 牧 美喜男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西尾 方宏  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 新井 一雄  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第102期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、田辺製

薬株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 



  独立監査人の監査報告書  

  平成19年６月26日

田辺製薬株式会社  

  取締役会 御中  

  あずさ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 牧 美喜男  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 西尾 方宏  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 新井 一雄  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている田辺製

薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第103期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、田辺製

薬株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年４月27日に三菱ウェルファーマ株式会社と合併契約書を締

結し、平成19年６月26日開催の第103回定時株主総会において承認を得ている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、そ

の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。 
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